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第 1 章 伊方町人口ビジョン策定の趣旨 

1 人口ビジョン策定の目的 

人口減少抑制に向けた取り組みの視点（方向性）と中長期的な人口の将来展望を示す 

 

日本は、平成 20（2008）年をピークとして人口減少社会に移行しています。 

今後は少子高齢化が急速に進み、平成 52（2040）年には全ての都道府県で平成 22（2010）

年の人口を下回ると予測されています。（国立社会保障・人口問題研究所（平成 25 年 3 月

推計）より（以下、「社人研推計」という）） 

伊方町（以下、「本町」という）は、昭和 55 年から平成 22 年までの 30 年間に人口が約 4

割減少しています。今後も人口減少が予測され、生産年齢人口の減少による地域経済の縮

小をはじめ、産業振興、生活環境、社会保障、地域活性化などへの様々な影響が懸念され

ます。 

伊方町人口ビジョン（以下、「人口ビジョン」という）は、町民、地域、行政が一体とな

って中長期的なまちづくりを進めるため、本町の人口減少抑制に向けた取り組みの視点（方

向性）と中長期的な人口の将来展望を示すものです。 

 

 

2 人口ビジョンの位置づけ 

人口減少抑制策立案のための基礎データであり、総合戦略の前提となる 

 

人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨を踏まえて策定

しており、本町の人口減少抑制に効果的な取り組みを立案する上での基礎データとなりま

す。 

そして、人口ビジョンに基づき、人口減少抑制の具体的な目標と施策を定める「伊方町

まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、「総合戦略」という）を策定します。 

なお、人口ビジョン及び総合戦略は本町の最上位計画である「第 2 次伊方町総合計画」

と連動し、地域活性化の原動力となる「人口」の確保・育成を目指すものです。 

 

 

3 目標年度 

平成 37（2025）年度、平成 52（2040）年度、平成 72（2060）年度を設定 

 

人口ビジョンは平成 72（2060）年度を目標年度とします。 

また、中間目標として、「第 2次伊方町総合計画」の目標年度である平成 37（2025）年度、

社人研の推計年度である平成 52（2040）年度の目標値を設定します。 



 

※分析に

町の統計データを必要に応じて使用してい

 

1 人口の推移

 

（1）

 

ア 総人口

本町の総人口

10,882

社人

が 5,

なお、平成

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

 

イ 年齢階層別人口の推移

年齢階層別

去 30

老年人口

転じています。

社人研推計による

64 歳

※分析に使用する

町の統計データを必要に応じて使用してい

人口の推移

）総人口の推移

総人口の推移

本町の総人口（

882 人に減少しています。

社人研推計による本町の将来人口

,565 人と見込まれ

なお、平成 27

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

年齢階層別人口の推移

齢階層別（3

30 年間、一貫して

老年人口（65

転じています。 

社人研推計による

歳）、老年人口

第

するデータは、

町の統計データを必要に応じて使用してい

人口の推移 

総人口の推移 

の推移 

（国勢調査）

減少しています。

による本町の将来人口

人と見込まれており、今後

27 年国勢調査

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

年齢階層別人口の推移 

3 区分）人口は、年少人口

、一貫して減少しています。

65 歳以上）は、

 

社人研推計による将来の年齢階層別人口

、老年人口（65 歳以上

第 2 章 人口

は、国勢調査、

町の統計データを必要に応じて使用してい

）は、昭和 55

減少しています。過去 30 年間の

による本町の将来人口は、平成

ており、今後 30 年間の減少率は▲

年国勢調査（国勢調査地方集計※）では

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

 

人口は、年少人口

減少しています。 

は、平成 12 年まで増加

年齢階層別人口

歳以上）ともに引き続き

出典：国勢調査
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人口動向の現況

、住民基本台帳人口

町の統計データを必要に応じて使用している。年

55 年から平成

年間の減少率は▲

、平成 22 年から

30 年間の減少率は▲

（国勢調査地方集計※）では

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

人口は、年少人口（0～14

減少しています。 

年まで増加していました

年齢階層別人口は、年少人口

ともに引き続き減少していく

出典：国勢調査（各年 10

動向の現況分析

住民基本台帳人口、各種

年（年度）は

年から平成 22 年までの

減少率は▲42.0％です。

年から 30 年後

年間の減少率は▲48.9％と推計

（国勢調査地方集計※）では 9,629

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

14 歳）、生産年齢人口

していました

は、年少人口（0～14

減少していくと推計

10 月 1 日）、国立社会保障・人口問題研究所

分析 

、各種統計データなど、

）は和暦で表示

年までの 30 年間で

％です。 

年後にあたる平成

％と推計されています

9,629 人となっています。

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある）

、生産年齢人口（15

していましたが、平成 17

14 歳）、生産年齢人口

と推計されています

国立社会保障・人口問題研究所

統計データなど、国・

表示。 

年間で 18,753 人から

平成 52 年の総人口

されています。

人となっています。

（※総務省が公表する要計表による人口速報集計と相違がある場合がある） 

15～64 歳）は、

17 年以降は減少に

、生産年齢人口（

されています。 

国立社会保障・人口問題研究所

国・県・

人から

総人口
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人となっています。 

は、過

年以降は減少に

（15～
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ウ 年齢階層

昭和

老年人口

平成

した。老年人口は

社人研推計による本町の将来人口は、平成

を上回り、

一方、年少人口は

計されています

 

 

 

■実績（昭和

 

年齢階層別（

昭和 55 年の年齢階層別人口割合は、生産年齢人口が

老年人口は約 17

平成 22 年では

した。老年人口は

社人研推計による本町の将来人口は、平成

を上回り、25 年後の平成

一方、年少人口は

されています。

実績（昭和 55 年、平成

（3区分）人口

の年齢階層別人口割合は、生産年齢人口が

％となっていました

は、生産年齢人口

した。老年人口は 40％近くまで急速に

社人研推計による本町の将来人口は、平成

年後の平成 47

一方、年少人口は 7％台で落ち着くものの、

。 

年、平成 22 年）、将来推計（平成

区分）人口割合の推移

の年齢階層別人口割合は、生産年齢人口が

となっていました。それ以降、年々

生産年齢人口割合が

まで急速に上昇しています。

社人研推計による本町の将来人口は、平成

47 年には 50％超に上昇します。

％台で落ち着くものの、

出典：国勢調査、

年）、将来推計（平成

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計
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割合の推移 

の年齢階層別人口割合は、生産年齢人口が

それ以降、年々

割合が 50％近くまで低下し

上昇しています。

社人研推計による本町の将来人口は、平成 37 年に老年人口の割合が生産年齢人口の割合

％超に上昇します。

％台で落ち着くものの、生産年齢人口

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計

年）、将来推計（平成 72 年）の年齢階層別人口割合

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計

の年齢階層別人口割合は、生産年齢人口が約 60％を占め、年少人口

それ以降、年々、少子高齢化が進み

％近くまで低下し、年少人口も

上昇しています。 

年に老年人口の割合が生産年齢人口の割合

％超に上昇します。 

産年齢人口は

国立社会保障・人口問題研究所推計

年）の年齢階層別人口割合

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計

％を占め、年少人口

、少子高齢化が進み

、年少人口も

年に老年人口の割合が生産年齢人口の割合

は 40％近くまで低下

国立社会保障・人口問題研究所推計

年）の年齢階層別人口割合 

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計

％を占め、年少人口は約 20

、少子高齢化が進みました。 

、年少人口も 10％を下回り

年に老年人口の割合が生産年齢人口の割合

％近くまで低下する

国立社会保障・人口問題研究所推計（各年 10 月

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所推計（各年 10 月

20％、

 

％を下回りま

年に老年人口の割合が生産年齢人口の割合

すると推

 
月 1 日） 

 

月 1 日） 

 

 



 

4 

（2）性別・年齢別人口構成（人口ピラミッド）の推移 

 

ア 平成 17 年の人口ピラミッド（10 年前） 

人口の多い年齢層は、男性は 40 歳代後半～50 歳代、70 歳前後でした。女性は 70 歳代で

した。 

全体では 50 歳代以上が多く、円柱にやや近い形となっていました。 

 

 
出典：住民基本台帳（平成 17 年 4 月 1日） 
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イ 平成 27 年の人口ピラミッド（現在） 

10 年後の平成 27 年では、人口の多い年齢層は、男性が 50 歳代後半～60 歳代後半、女性

が 70 歳代後半～80 歳代前半と 60 歳代半ばです。 

若年層では突出した年齢層はみられず、年齢が下がるにつれて人口も減少しています。 

全体では 10 年前に比べて円柱の横幅が細くなり、若年層が先細りする逆三角形の形とな

っています。 

 

 

出典：住民基本台帳（平成 27 年 4 月 1日） 
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ウ 平成 37 年推計の人口ピラミッド（10 年後） 

10 年後の平成 37 年推計（5 歳単位）では、人口の多い年齢層は男女ともに 70 歳代前半

となるという推計です。 

過去及び将来を合わせた 20 年間で、人口の多い年齢層は次第に高い年齢層に移り、若い

年齢層が先細りする傾向となります。 

 

 

出典：国立社会保障・人口問題研究所推計（5歳単位） 
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2 人口変動の

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

本町の人口変動を

す。 

 

（1）

 

本町

ナスで推移して

人～▲

参考

ています

＜参考＞八幡浜市の人口増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口変動の

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

本町の人口変動を

 

）自然動態・社会

本町では、平成

ナスで推移しており、

人～▲332 人の範囲で減少しています。

参考に隣接の八幡浜市をみると、人数規模は違うものの

ます。 

＜参考＞八幡浜市の人口増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口変動の要因 

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

本町の人口変動を自然動態（出生、死亡）と社会動態（転入、転出）

・社会動態の

平成 7年以降、自然動態（

おり、減少数が特に多かった平成

人の範囲で減少しています。

八幡浜市をみると、人数規模は違うものの

＜参考＞八幡浜市の人口増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

自然動態（出生、死亡）と社会動態（転入、転出）

の推移 

年以降、自然動態（

減少数が特に多かった平成

人の範囲で減少しています。

八幡浜市をみると、人数規模は違うものの

＜参考＞八幡浜市の人口増減 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

7 

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

自然動態（出生、死亡）と社会動態（転入、転出）

年以降、自然動態（出生、死亡

減少数が特に多かった平成 18

人の範囲で減少しています。 

八幡浜市をみると、人数規模は違うものの

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

自然動態（出生、死亡）と社会動態（転入、転出）

出生、死亡）、社会動態（転入、転出）ともにマイ

18 年（▲416

八幡浜市をみると、人数規模は違うものの、本町と同様に

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動

自然動態（出生、死亡）と社会動態（転入、転出）に分けて分析しま

）、社会動態（転入、転出）ともにマイ

416 人）を除き、毎年、▲

、本町と同様に

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」（各年 1月

人口は「人口変動の三要素」と呼ばれる「出生」「死亡」「移動」によって変動します。

に分けて分析しま

）、社会動態（転入、転出）ともにマイ

人）を除き、毎年、▲

、本町と同様に減少傾向が続い

月 1日～12 月 31

します。 

に分けて分析しま

）、社会動態（転入、転出）ともにマイ

人）を除き、毎年、▲170

が続い

31 日） 

 

 



 

（2）

 

ア 出生者数、死亡者数の推移

平成

人台に低下

死亡者数は年によって増減しますが、年間

この

に平成

参考に隣接の八幡浜市をみると、

自然減の傾向が

 

 

＜参考＞八幡浜市の自然増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

）自然動態（

出生者数、死亡者数の推移

平成 11 年まで概ね

台に低下、平成

死亡者数は年によって増減しますが、年間

この結果、約

に平成 15 年以降

参考に隣接の八幡浜市をみると、

自然減の傾向が本町以上に大きく

＜参考＞八幡浜市の自然増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

（出生者数、死亡者数

出生者数、死亡者数の推移

まで概ね年間 100

、平成 17 年以降は年間

死亡者数は年によって増減しますが、年間

20 年間、本町

年以降の減少数が年間

参考に隣接の八幡浜市をみると、

本町以上に大きく

＜参考＞八幡浜市の自然増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

出生者数、死亡者数）

出生者数、死亡者数の推移 

100 人を超えてい

年以降は年間 60 人前後

死亡者数は年によって増減しますが、年間

本町は常に死亡者数が出生者数を上回

数が年間 100～17

参考に隣接の八幡浜市をみると、平成

本町以上に大きくなっています

＜参考＞八幡浜市の自然増減 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

  

8 

） 

を超えていた本町の

人前後になる右肩下がりの減少傾向となっています

死亡者数は年によって増減しますが、年間 200 人前後

死亡者数が出生者数を上回

170 人台に拡大

平成 11年から出生者数と死亡者数の差

なっています。 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

本町の出生者数は

になる右肩下がりの減少傾向となっています

人前後の横ばいで

死亡者数が出生者数を上回

に拡大しています

出生者数と死亡者数の差

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

出生者数は平成 12 年

になる右肩下がりの減少傾向となっています

の横ばいで推移しています。

死亡者数が出生者数を上回る自然減の状況で

ています。 

出生者数と死亡者数の差

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」（各年 1月

年から年間 80

になる右肩下がりの減少傾向となっています

推移しています。

の状況であり、

出生者数と死亡者数の差が拡大しており、

月 1日～12 月 31

80～90

になる右肩下がりの減少傾向となっています。 

推移しています。 

あり、特

拡大しており、

 

 
31 日） 



 

イ 合計特殊出生率

本町の

子ども

国全体では

管内では大洲市の

 

 

ウ 子ども女性比

小規模自治体

も女性比」

本町の「子ども女性比」は

産する

ません。

合計特殊出生率

りの女性が産む子どもの数

く影響していると考えられます。

 

合計特殊出生率

本町の平成 20

子ども数の推計値）

国全体では 1.38

では大洲市の

子ども女性比

小規模自治体には

も女性比」（15～

本町の「子ども女性比」は

産する確率の高い年齢層の女性

ません。 

合計特殊出生率

りの女性が産む子どもの数

影響していると考えられます。

合計特殊出生率 

20 年～24 年合計特殊出生率

値）は 1.70

1.38、愛媛県全体では

では大洲市の 1.72 に次

子ども女性比 

には不安定な指標

～49 歳の女性人口に対する

本町の「子ども女性比」は

の高い年齢層の女性

合計特殊出生率と子ども女性比

りの女性が産む子どもの数よりも、

影響していると考えられます。

年合計特殊出生率

0です。 

愛媛県全体では 1.50

に次いで高くなっています

不安定な指標といわれる

歳の女性人口に対する

本町の「子ども女性比」は、過去 10 年間、

の高い年齢層の女性数に対する子ども

子ども女性比の推移から、

よりも、出産する確率の高い年齢層の女性数の減少が

影響していると考えられます。 

9 

年合計特殊出生率（ベイズ推定値

1.50 です。本町は県内で

いで高くなっています。

出典：平成

といわれる「合計特殊出生率

歳の女性人口に対する 0～4歳人口の比率

10 年間、17.0％～

に対する子ども数

の推移から、本町の出生者数の減少

出産する確率の高い年齢層の女性数の減少が

ベイズ推定値。ひとり

本町は県内で

。 

平成 20 年～24 年人口動態保健所・市町村別統計

合計特殊出生率

歳人口の比率）

％～20.5％の範囲内で推移しており、

数の割合にそれほど

本町の出生者数の減少

出産する確率の高い年齢層の女性数の減少が

出典：住民基本台帳

ひとりの女性が生涯に産む平均

本町は県内で 4番目に高く、

年人口動態保健所・市町村別統計

合計特殊出生率」の代替指標

）をみます。

％の範囲内で推移しており、

それほど大きな変化はみられ

本町の出生者数の減少（少子化

出産する確率の高い年齢層の女性数の減少が

出典：住民基本台帳

の女性が生涯に産む平均

番目に高く、八幡浜保健所

年人口動態保健所・市町村別統計

代替指標として「子ど

ます。 

％の範囲内で推移しており、

大きな変化はみられ

少子化）は、ひと

出産する確率の高い年齢層の女性数の減少がより大き

出典：住民基本台帳（各年 4月

の女性が生涯に産む平均

八幡浜保健所

 

年人口動態保健所・市町村別統計 

「子ど

％の範囲内で推移しており、出

大きな変化はみられ

は、ひと

より大き

 
月 1日） 



 

エ 婚姻・離婚

本町の

人口千

り若干少なく

す。 

離婚件数は年間

人あた

なっています。（

オ 女性の労働状況

主に仕事

には高い就業率が

字カーブ」

本町の

ています

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

（5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

15-19

（％）

婚姻・離婚 

本町の婚姻件数

人口千人あたり

り若干少なくなっています。

 

離婚件数は年間

たりの離婚件数

なっています。（

女性の労働状況

主に仕事をしている

には高い就業率が

字カーブ」を描いています

本町の傾向として

ています。主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

5歳階級別女性人口

19歳 20-24 25-29

 

婚姻件数は年間30～

たりの婚姻件数は

なっています。

離婚件数は年間 10 件台で推移していましたが、平成

離婚件数は 0.8 件

なっています。（全国平均は

女性の労働状況 

をしている年齢別の

には高い就業率が 30 歳代に

を描いています。

傾向として、20～24

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

女性人口のうち、

25-29 30-34 35-39

伊方町

～50件台で推移し

の婚姻件数は 3.3 件（平成

なっています。これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

件台で推移していましたが、平成

件（平成 22

は平成 24 年人口動態統計

年齢別の女性割合を

になるといったん

。 

24 歳と 30～

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

のうち、主に仕事をしている女性人口の

35-39 40-44 45-49

女性の年齢別就業率

伊方町

10 

件台で推移しており、

件（平成 22 年）で、全国平均

これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

件台で推移していましたが、平成

22 年）で、全国平均

年人口動態統計

割合をみると、

いったん低下し

～34 歳での割合が高く、

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

主に仕事をしている女性人口の

45-49 50-54

女性の年齢別就業率（主に仕事）

八幡浜市

ており、平成23年は

年）で、全国平均

これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

件台で推移していましたが、平成 21 年以降は

全国平均 1.9

年人口動態統計による） 

みると、本町、八幡浜市、愛媛県

低下し 40 歳代から再び上昇する、いわゆる「Ｍ

の割合が高く、

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

主に仕事をしている女性人口の

55-59 60-64

（主に仕事）

愛媛県

年はやや少ない

年）で、全国平均 5.4 件（平成

これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

年以降は 10 件未満

1.9 件（平成 24

 

出典：愛媛県

本町、八幡浜市、愛媛県

から再び上昇する、いわゆる「Ｍ

の割合が高く、35～39 歳で

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。

主に仕事をしている女性人口の割合） 

出典：平成

65-69 70-74

（主に仕事）

愛媛県

やや少ない25件でした

件（平成 24 年）よ

これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

件未満です。人口千

24 年）より少なく

愛媛県人口動態統計

本町、八幡浜市、愛媛県とも、20

から再び上昇する、いわゆる「Ｍ

で割合が低くなっ

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

考え合わせると、仕事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。 

出典：平成 22 年国勢調査

75-79 80-84

件でした。 

年）よ

これは全国より人口構造が高齢化している影響と考えられま

人口千

年）より少なく

 
人口動態統計 

20 歳代

から再び上昇する、いわゆる「Ｍ

低くなっ

主に仕事をしている女性人口の割合が高いこと、合計特殊出生率が高いことを

年国勢調査 

80-84 85歳以上

 



 

（3）

 

ア 転入者数、転出者数の推移

転入者数

移しています。

おり、

となりました

平成

が小さくな

ています

参考として八幡浜市の状況をみ

す。 

 

＜参考＞八幡浜市の社会増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

）社会動態（

転入者数、転出者数の推移

転入者数をみると

移しています。一方、

おり、特に平成

となりました。 

平成 19～22 年にかけて転入者数が

が小さくなりました

ています。このよう

参考として八幡浜市の状況をみ

 

 

＜参考＞八幡浜市の社会増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

（転入者数、転出者数

転入者数、転出者数の推移

をみると全体的に

一方、転出者数

平成 9 年、14 年、

 

年にかけて転入者数が

りましたが、平成

のような社会減

参考として八幡浜市の状況をみ

＜参考＞八幡浜市の社会増減

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

転入者数、転出者数）

転入者数、転出者数の推移 

全体的に右肩下がりの

転出者数も右肩下がりの

年、18 年は転出者数

年にかけて転入者数が横ばい

平成 23 年からは

社会減（転出超過

参考として八幡浜市の状況をみても、

＜参考＞八幡浜市の社会増減 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」
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） 

右肩下がりの減少傾向

も右肩下がりの減少傾向で

年は転出者数が多

横ばい、転出者数が徐々に減少し

年からは転出者数が

転出超過）が人口変動の

ても、転入者数・転出者数ともに減少傾向が続いていま

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

減少傾向であり、平成

減少傾向ですが

多かったため

転出者数が徐々に減少し

転出者数が再び増加し、

変動の大きな要因と

転入者数・転出者数ともに減少傾向が続いていま

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

平成 20 年からは

すが、常に転入者数を上回って

かったため、大幅な社会減

転出者数が徐々に減少したため

増加し、社会減の幅が

大きな要因となっています

転入者数・転出者数ともに減少傾向が続いていま

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」（各年 1月

からは 200 人台

転入者数を上回って

大幅な社会減（転出超過

たため、社会減の幅

社会減の幅が大きくな

なっています。

転入者数・転出者数ともに減少傾向が続いていま

月 1日～12 月 31

人台で推

転入者数を上回って

転出超過）

、社会減の幅

大きくなっ

。 

転入者数・転出者数ともに減少傾向が続いていま

 

 

31 日） 

 

 



 

イ 性別・

昭和

じような傾向であり、

の人口移動に

年齢階層別

歳→20

で、近年

過から

＜男性＞

＜女性＞

※純移動率：

の値は転出が多いことを表す。

性別・年齢階層

昭和 60（1985）

じような傾向であり、

の人口移動にそれほど

年齢階層別では、

20～24 歳で

近年は特にその傾向が強く

過から転入超過に転じています。

＜男性＞ 

＜女性＞ 

※純移動率：千人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

の値は転出が多いことを表す。

階層別純移動

）年から 25

じような傾向であり、この間の

それほど大きな影響を及ぼさなかったと考えられます

では、男女とも

です。一方、

は特にその傾向が強く

に転じています。

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

の値は転出が多いことを表す。

移動率の長期的動向

25 年間の長期的

この間のバブル崩壊

大きな影響を及ぼさなかったと考えられます

男女ともに転出超過が大き

転入超過が大き

は特にその傾向が強くなってい

に転じています。 

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

の値は転出が多いことを表す。 

20

が大き

12 

長期的動向 

長期的な純移動率

バブル崩壊やリーマンショック

大きな影響を及ぼさなかったと考えられます

転出超過が大きくな

転入超過が大きくみられるのが

なっています。また、

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

20～24 歳→25

が大きくなっている

20～24 歳→

が大きくなっている

純移動率（※）の動向

リーマンショック

大きな影響を及ぼさなかったと考えられます

くなるのが 10～

くみられるのが男女とも

また、男性の 40

出典：国勢調査

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

25～29 歳の転入超過

くなっている 

歳→25～29 歳の転入超過

くなっている 

動向をみると、

リーマンショックなど経済状況

大きな影響を及ぼさなかったと考えられます。 

～14 歳→15～

男女とも 20～24

40～44 歳→45

出典：国勢調査

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

歳の転入超過

歳の転入超過

みると、男女ともに

など経済状況の変化は本町

～19 歳と 15

24 歳→25～

45～49 歳で転出超

 

 
出典：国勢調査（各年 10 月

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負

男女ともに同

の変化は本町

15～19

～29 歳

転出超

 

 
月 1日） 

人あたりの転入出数を割合として算出した数値。正の値は転入が多く、負



 

ウ 地域別

平成

浜市との

全国

移動が多くなっています。

関西では

 

 

 

地域別の移動状況

平成 24 年と 25

浜市との移動が多くみられます

全国ブロック別

移動が多くなっています。

関西では平成

 

移動状況 

25 年の地域別の移動状況

が多くみられます

ブロック別でみると、関西との

移動が多くなっています。 

25 年に 9人の転入超過

 

年の地域別の移動状況

が多くみられます。次いで移動

みると、関西との移動

 

人の転入超過（
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年の地域別の移動状況（転入・転出

次いで移動数が大きい

移動が最も多く、

人の転入超過（本町への転入者が多い

転入・転出）をみると、

大きいのは西予市と大洲市です。

が最も多く、次いで、四国

本町への転入者が多い

出典：総務省「住民基本台帳人口報告」

をみると、県内で

西予市と大洲市です。

次いで、四国（県外

本町への転入者が多い）となっています。

出典：総務省「住民基本台帳人口報告」

県内では松山市と

西予市と大洲市です。 

県外）、東京圏との

となっています。 

出典：総務省「住民基本台帳人口報告」

と八幡

、東京圏との

 

出典：総務省「住民基本台帳人口報告」 
 



 

エ 年齢別

参考までに昨年度

16 人を筆頭に

ン、就職、転職あるいは結婚

30

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしく

れます。

一方、転出者の年齢をみると、

卒業を機に町外に転出した

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

す。 

転入・転出による社会増減をみると、

出超過

なお、

 

 

 

 

年齢別の転入・転出者数の推移

参考までに昨年度

人を筆頭に 20

就職、転職あるいは結婚

30 歳代と 55～

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしく

れます。 

一方、転出者の年齢をみると、

卒業を機に町外に転出した

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

 

転入・転出による社会増減をみると、

出超過）、19 歳、

なお、10 歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。

 

 

 

転入・転出者数の推移

参考までに昨年度 1年間（

20 歳～27 歳で転入者

就職、転職あるいは結婚

～64 歳でも転入超過がみられ

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしく

一方、転出者の年齢をみると、

卒業を機に町外に転出したもの

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

転入・転出による社会増減をみると、

歳、24 歳、26 歳、

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。

 

転入・転出者数の推移 

年間（平成 26 年

歳で転入者が他の年齢に比べて

就職、転職あるいは結婚などの理由が考えられます。

歳でも転入超過がみられ

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしく

一方、転出者の年齢をみると、18 歳、

ものと考えられます。

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

転入・転出による社会増減をみると、

歳、60 歳代前半で増加数が上回りました

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。
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年 4 月～翌年

が他の年齢に比べて

などの理由が考えられます。

歳でも転入超過がみられる年齢が多く、

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしく

歳、20 歳、22～

と考えられます。また、

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

転入・転出による社会増減をみると、18 歳、22 歳、

歳代前半で増加数が上回りました

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。

翌年 3月）の転入者

他の年齢に比べて多く、これは大学卒業後のＵター

などの理由が考えられます。 

る年齢が多く、特に

後の年齢に比べて多いことから、定年を機にＵターンもしくは別荘

～23 歳が多く、高校、専門学校、大学の

また、65 歳以上でも転出者がみられ

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

歳、27～30 歳で減少数が大きく

歳代前半で増加数が上回りました

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。

出典：住民基本台帳

の転入者の年齢をみると、

多く、これは大学卒業後のＵター

特に 64 歳の転入者は

は別荘への移住

歳が多く、高校、専門学校、大学の

歳以上でも転出者がみられ

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居など

歳で減少数が大きく

歳代前半で増加数が上回りました（転入超過

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。

出典：住民基本台帳

年齢をみると、24

多く、これは大学卒業後のＵター

歳の転入者は 7 人と前

移住などが考

歳が多く、高校、専門学校、大学の

歳以上でも転出者がみられ

外の子どもとの同居、高齢者福祉施設や高齢者専用住宅への入所・入居などが考えられま

歳で減少数が大きくなり（

転入超過）。 

歳以下はファミリー世帯の転入・転出によるものと考えられます。 

出典：住民基本台帳（平成 26 年度

24 歳の

多く、これは大学卒業後のＵター

人と前

などが考えら

歳が多く、高校、専門学校、大学の

歳以上でも転出者がみられ、町

考えられま

なり（転

 
年度） 

 



 

（4）

 

平成

平成

自然減

今後は

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

 

 

＝社会動態

）人口変動に

平成 7年以降、

平成 15 年までは社会減の影響が

自然減の影響が徐々に大きくなっています。

今後は、社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

 

 

人口減少への影響

社会動態の方が

に及ぼす自然

、自然動態、社会

までは社会減の影響が

の影響が徐々に大きくなっています。

社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

 

影響 

方が大きい 

自然動態と社会

、社会動態ともに減少傾向が続いています。

までは社会減の影響がより

の影響が徐々に大きくなっています。

社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」
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と社会動態の影響

ともに減少傾向が続いています。

より大きかった

の影響が徐々に大きくなっています。 

社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

の影響 

ともに減少傾向が続いています。

大きかったといえます。しかし、

社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり

上の取り組みが、より一層、重要と考えられます。 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」

人口減少への

＝自然動態の

ともに減少傾向が続いています。 

といえます。しかし、平成

社会増加策と連動しながら、自然減少の抑制策、つまり、出生率・出生数の向

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」（各年 1月

人口減少への影響 

の方が大きい 

 

平成 15 年を境に

出生率・出生数の向

月 1日～12 月 31

 

年を境に

出生率・出生数の向

 
31 日） 



 

3 小学校区別の状況

 

（1）

 

ア 校区別人口の推移

伊方小学校区と三崎小学校区

しかし

間で減少しています。

 

イ 校区別

伊方小学校区

区となっています。三崎小学校区では老年人口が

小学校区別の状況

）校区別人口

校区別人口の推移

伊方小学校区と三崎小学校区

しかし、全校区

間で減少しています。

校区別年齢階層別人口（

伊方小学校区、水ヶ浦小学校区で生産年齢人口が

なっています。三崎小学校区では老年人口が

小学校区別の状況

校区別人口の推移 

校区別人口の推移 

伊方小学校区と三崎小学校区

全校区で人口及び

間で減少しています。 

年齢階層別人口（

、水ヶ浦小学校区で生産年齢人口が

なっています。三崎小学校区では老年人口が

小学校区別の状況 

 

伊方小学校区と三崎小学校区の人口が

人口及び年齢階層別人口（

年齢階層別人口（3区分）の割合

、水ヶ浦小学校区で生産年齢人口が

なっています。三崎小学校区では老年人口が

16 

の人口が 3,000 人を超えています。

年齢階層別人口（3 区分）

の割合 

、水ヶ浦小学校区で生産年齢人口が

なっています。三崎小学校区では老年人口が半数

人を超えています。

区分）が平成

出典：住民基本台帳

、水ヶ浦小学校区で生産年齢人口が 50％以上と、

半数を占めています

出典：住民基本台帳

人を超えています。 

平成 17 年から平成

出典：住民基本台帳

と、若い世代の割合が高

を占めています。 

出典：住民基本台帳（平成

から平成 27 年の

出典：住民基本台帳（各年 4月

若い世代の割合が高

 

平成 27 年 4 月

の 10 年

月 1日） 

若い世代の割合が高い地

 
月 1 日） 
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（2）校区別世帯数の推移 

 

平成 17 年から平成 27 年の 10 年間の推移をみると、総世帯数は町全体で 505 世帯減少（▲

9.5％）しました。中でも九町小学校区（▲13.2％）と三机小学校区（▲21.7％）で大きく

減少しています。 

18 歳未満のいる世帯数は、少子化の影響により全校区で減少しています。 

高齢者夫婦世帯数は水ヶ浦小学校区のみ増加し、他の校区では減少しています。 

高齢者単身世帯数は三机小学校区を除いて増加しており、特に水ヶ浦小学校区では

60.9％と急増しました。 

 

  
総世帯数 18 歳未満のいる世帯数 

（単位：世帯数、％） H17 H27 増減率 H17 H27 増減率 

伊方地域 

水ヶ浦小学校区 245 241 -1.6% 79 33 -58.2% 

伊方小学校区 1,543 1,470 -4.7% 331 239 -27.8% 

九町小学校区 752 653 -13.2% 128 78 -39.1% 

瀬戸地域 
三机小学校区 646 506 -21.7% 93 52 -44.1% 

大久小学校区 484 467 -3.5% 82 50 -39.0% 

三崎地域 三崎小学校区 1,671 1,499 -10.3% 246 134 -45.5% 

町全体 
 

5,341 4,836 -9.5% 959 586 -38.9% 

        

  
高齢者夫婦世帯数 高齢者単身世帯数 

（単位：世帯数、％） H17 H27 増減率 H17 H27 増減率 

伊方地域 

水ヶ浦小学校区 42 53 26.2% 23 37 60.9% 

伊方小学校区 301 281 -6.6% 273 326 19.4% 

九町小学校区 182 162 -11.0% 138 153 10.9% 

瀬戸地域 
三机小学校区 154 115 -25.3% 189 158 -16.4% 

大久小学校区 117 102 -12.8% 125 134 7.2% 

三崎地域 三崎小学校区 454 410 -9.7% 382 461 20.7% 

町全体 
 

1,250 1,123 -10.2% 1,130 1,269 12.3% 

出典：政策推進課（各年 4 月 1日） 
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（3）人口規模と生産年齢人口割合の推移 

 

各小学校区の人口規模と生産年齢人口割合の推移（Ｈ17→Ｈ27）をグラフで表すと、い

ずれの校区でも人口、生産年齢人口ともに減少しています。 

その中で、人口規模が大きい伊方小学校区と三崎小学校区では、地域の担い手となる生

産年齢人口が 1,000 人を超えていることから、「活性化拠点となる可能性が高い地域」と考

えることができます。 

その他の小学校区は生産年齢人口が 300～700 人程度であるため、「地域の担い手の確保

の必要性が高い地域」と考えられます。 

なお、人口や世帯数の減少は集落機能の低下や空き家の増加など、地域の生活環境に影

響を及ぼします。今後、高齢化が一段と進み、高齢者単身世帯の増加が予測されることか

ら、地域での支えあい活動がより一層重要になります。 

 

 
出典：住民基本台帳（各年 4月 1日） 

 

 

Ｈ27

Ｈ27

Ｈ27

Ｈ27

Ｈ27

Ｈ27

Ｈ17
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Ｈ17

0

500

1,000

1,500
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産
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齢
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口

（人
）

小学校区の人口（人）

水ヶ浦小学校区

伊方小学校区

三崎小学校区

九町小学校区

三机小学校区

大久小学校区

地区人口が大きく減少しているものの、生産

年齢人口が1,000人以上であり、地域の担い手

の確保が比較的容易とみられる地域

地区人口、生産年齢人口がともに低

減少しており、地域の担い手の確保

の必要性が高い地域



 

4 就業人口の状況

 

（1）

 

本町の就業人口は減少傾向が続いており、

人（▲

産業別

人減少

第

年にわずかに増加しています。

この結果、

33％に低下し

就業人口の状況

）産業別就業人口

本町の就業人口は減少傾向が続いており、

▲28.1％）減少しました。

産業別就業人口

減少（▲44.0％

第 3 次産業は平成

年にわずかに増加しています。

この結果、産業別就業人口割合

％に低下し、それに

※

就業人口の状況 

産業別就業人口の推移

本町の就業人口は減少傾向が続いており、

減少しました。

就業人口では、平成

％）しました。

平成 7 年から平成

年にわずかに増加しています。

産業別就業人口割合

、それに代わり

※ 就業者数には

の推移 

本町の就業人口は減少傾向が続いており、

減少しました。（同期間の人口

平成7年当時は最も多かった

しました。第 2次産業も

年から平成 17 年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成

年にわずかに増加しています。 

産業別就業人口割合は平成

り第 3次産業が

就業者数には分類不能の

19 

本町の就業人口は減少傾向が続いており、平成7年から

同期間の人口変動は▲

年当時は最も多かった

次産業も約 560

年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成

平成 7年に 43％を占めていた第

次産業が 49％を占めるようになりました。

分類不能の人数を含む  

年から平成22

は▲26.4％）

年当時は最も多かった第1次産業

560 人減少（▲

年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成

％を占めていた第

％を占めるようになりました。

     出典：国勢調査

22年までの15

） 

次産業が平成22年までに約

▲37.9％）していま

年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成

％を占めていた第 1次産業が平成

％を占めるようになりました。

出典：国勢調査（

15年間で約

年までに約

しています。

年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成

次産業が平成 22

％を占めるようになりました。 

（各年 10 月 1 日

年間で約2,000

年までに約1,400

す。 

年にかけてゆるやかに減少していましたが、平成 22

22 年は

 

日） 
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（2）産業分類別就業人口の状況 
 

ア 産業分類別・男女別の就業人口 

産業分類別の就業人口で最も多いのは「農業、林業」の 1,351 人です。2位から 6位まで

は就業人口が 400 人台ですが、「医療、福祉」が 2位に入りました。 

 産業分類（上位のみ） 就業者数 

1 位 Ａ 農業、林業 1,351 

2 位 Ｐ 医療、福祉 484 

3 位 Ｄ 建設業 481 

4 位 Ｉ 卸売業、小売業 458 

5 位 Ｅ 製造業 443 

6 位 Ｂ 漁業 419 

出典：平成 22 年国勢調査           

 

男女別でみると、男女ともに「農業、林業」が最も多くなっています。 

次いで、男性は「建設業」「漁業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「サービス業（他に分

類されないもの）（廃棄物処理業、自動車整備業など）」「卸売業、小売業」が、女性は「医

療、福祉」「製造業」「卸売業、小売業」がそれぞれ多くなっています。 

男女の割合でみると、「建設業」「漁業」では男性の割合が特に高く、「医療、福祉」「宿

泊業、飲食サービス業」では女性の割合が特に高くなっています。 

 
出典：平成 22 年国勢調査 
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イ 産業分類別特化係数

全国的な就業構造と比較

水道業」の係数が特に高く

「建設業」

産業分類別

り、かつ、就業者割合の

就業者割合

す。 

 

 

 

 

 

 

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

○業の就業率

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。

 

 

産業分類別特化係数

全国的な就業構造と比較

水道業」の係数が特に高く

「建設業」も高くなっています。

産業分類別の就業者割合

り、かつ、就業者割合の

者割合の高い

 

出典：特化係数

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

○業の就業率/

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。

 

産業分類別特化係数 

全国的な就業構造と比較する

水道業」の係数が特に高く、

高くなっています。

就業者割合（縦軸）と

り、かつ、就業者割合の比較的

高い「医療、福祉

全国平均以下                         

特化係数は総務省統計局「地域の産業雇用創造チャート」

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

/全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。

 

する特化係数

、「農業、林業

高くなっています。 

（縦軸）と特化係数

比較的高い産業

医療、福祉」を加えた

                         

は総務省統計局「地域の産業雇用創造チャート」

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。

  

21 

特化係数（※）をみ

農業、林業」「複合サービス事業

特化係数（横軸）の下表でみると、

高い産業は「農業、林業

を加えた 4 つが本町

                         

は総務省統計局「地域の産業雇用創造チャート」

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。

みると、「漁業」と「電気・ガス・熱供給・

」「複合サービス事業

（横軸）の下表でみると、

農業、林業」「建設業」

本町で就業の中核をなしているといえま

                         

は総務省統計局「地域の産業雇用創造チャート」 

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

ものをプラス、下回るものをマイナスの数値で表す。 

ると、「漁業」と「電気・ガス・熱供給・

」「複合サービス事業（郵便局、協同組合など

（横軸）の下表でみると、

」「建設業」「漁業」

就業の中核をなしているといえま

                         全国平均以上

 就業者割合は

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

全国平均を

就業者割合の

ると、「漁業」と「電気・ガス・熱供給・

郵便局、協同組合など

（横軸）の下表でみると、全国平均を上回

「漁業」です。これに

就業の中核をなしているといえま

全国平均以上 

就業者割合は平成 22 年国勢調査

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

全国平均を上回り、かつ

就業者割合の比較的

ると、「漁業」と「電気・ガス・熱供給・

郵便局、協同組合など）」

全国平均を上回

です。これに

就業の中核をなしているといえま

 

年国勢調査 

※特化係数：地域のある産業が全国比べてどれだけ特化しているかをみる係数。「本町の○

全国の○○業の就業率」で算出した結果を対数変換し、全国平均を上回る

り、かつ、 

比較的高い産業 
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ウ 就業者の年齢階層 

本町の就業者の年齢階層をみると、全体では 65 歳以上が 22.9％となっています。 

産業分類別でみると、「農業、林業」、「不動産業、物品賃貸業」で 65 歳以上が半数以上

を占めるほか、「漁業」、「卸売業、小売業」、「宿泊業、飲食サービス業」で 65 歳以上が 20％

以上となっています。 

一方、「情報通信業」は 39 歳以下の割合が 60％以上を占めています。また、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「学術研究、専門・技術サービス業」も若い世代が比較的高い割合とな

っています。 

 

 

 

出典：平成 22 年国勢調査 
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エ 産業分類別交代指数 

産業分類別の就業者年齢構造である交代指数（※）で本町の就業構造をみると、基準値

（100）を超えている産業は「情報通信業」のみです。ただし、「情報通信業」の就業者数

はごく少数です。 

一方で、本町で就業の中核をなしている「農業、林業」「建設業」、あるいは「漁業」「宿

泊業、飲食サービス業」などの交代指数が低い値であることから、若い就業者の確保・育

成が大きな課題になります。 

 

 
出典：平成 22 年国勢調査 

 

 

※交代指数：産業分類別の生産年齢人口である 15～39 歳と 40～64 歳の就業者数の割合（15

～39 歳就業者数÷40～64 歳就業者数）。交代指数が 100 を超えていれば若年層の就業者

数の方が多く、約 20 年後まで担い手が確保されていると考えることができる。 
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第 3 章 将来人口に及ぼす自然動態・社会動態の影響度分析 

1 人口推計の試算 

社人研推計、日本創成会議推計、国の人口推計ワークシートによる推計シミュレーショ

ン（社人研推計ベース）から、将来人口に及ぼす自然動態・社会動態の影響を分析します。 

 

（1）社人研推計 

（全国で移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計） 

 

社人研推計によると、本町の人口は基準年度である平成 22 年の 10,882 人から、15 年後

の平成 37 年には 7,870 人、30 年後の平成 52 年には 5,564 人となり、30 年間で人口が半数

近くになると見込まれます。 

年齢階層別人口（3区分）でみると各区分ともに減少する見通しであり、特に年少人口は

平成 37 年に 573 人、平成 42 年に 492 人となり、20 年間で半数以下になると見込まれます。 

一方、老年人口は平成 37 年に 3,757 人、平成 52 年に 2,811 人となり、ゆるやかな減少

となります。 

 

 
出典：社人研推計 

 

※参考：社人研推計と日本創成会議推計の違い 

2 つの人口推計は出生・死亡に関する仮定は同じだが、移動率の仮定が異なる。 

社人研推計（平成 25 年 3 月推計）は、全国の移動率が一定程度縮小すると仮定した推計。 

日本創成会議推計（平成 26 年 5 月推計）は、全国の総移動数が平成 22（2010）年～平成

27（2015）年の推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計。 

（出典：「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将

来人口推計について／平成 26 年 10 月 20 日内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局） 
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（2）日本創成会議推計 

（全国の総移動数が、平成 22～27 年推計値と概ね同水準でそれ以降も推移すると仮定し

た推計） 

 

平成 26 年 5 月に民間研究機関である日本創成会議による全国の将来人口推計（※）が発

表されました。 

この中で本町の推計人口は、平成 37 年に 7,638 人、平成 52 年に 5,029 人となり、社人

研推計と比較すると、それぞれ人口が▲232 人、▲535 人少ない推計結果となりました。 

また、本町の20～39歳の女性人口が平成22年の673人から平成52年には212人となり、

30 年間で現行の 1/3 まで縮小すると予想され、いわゆる「消滅可能性都市」に該当する結

果となりました。 

 

 
出典：日本創成会議推計 

 

※日本創成会議の将来人口推計 

人口の再生産を中心的に担う「20～39 歳の女性人口」に着目した推計。若年女性が

50％以上減少する地域は、いくら出生率を引き上げても若年女性の流出によるマイナ

ス効果がそれを上回るために人口減少が止まらず、最終的には消滅する可能性がある

としている（消滅可能性都市）。 
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（3）国の人口推計シミュレーション 

（国が提供した人口推計ワークシートによる推計シミュレーション結果） 

 

ア シミュレーション 1 

（合計特殊出生率上昇） 

 

国の人口推計ワークシートによる推計シミュレーション 1 は、本町の 1.7 の合計特殊出

生率が平成 37 年に 1.8、平成 42 年に 2.1（※）まで上昇すると仮定した場合のシミュレー

ションです。（出生率以外の仮定値は社人研推計と同じ） 

この推計では、平成 37 年に 8,003 人、平成 52 年に 5,894 人、平成 72 年に 3,820 人とな

り、社人研推計と比較すると、それぞれ 133 人、330 人、534 人上回ります。 

 

[シミュレーション 1の考え方] 

■合計特殊出生率 

 推計    

 Ｈ27 

（2015） 

Ｈ32 

（2020） 

Ｈ37 

（2025） 

Ｈ42～Ｈ72 

（2030～2060） 

シミュレーション1 1.7 1.7 1.8 2.1 

（参考）社人研推計 1.43 1.40 1.37 1.38 

 

■シミュレーション 1の推計結果 

 
出典：国の人口推計ワークシートによる推計シミュレーション 

 

※社人研が平成 24 年に発表した日本の人口置換水準（人口を長期的に一定に維持できる

水準）は 2.07。国の人口推計ワークシートの設定値は 2.1。 
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イ シミュレーション 2 

（シミュレーション 1（合計特殊出生率上昇）＋社会移動なし） 

 

国の人口推計ワークシートによる推計シミュレーション 2 は前述のシミュレーション 1

（合計特殊出生率上昇）に加えて、本町からの移動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移す

ると仮定した場合のシミュレーションです。（出生率、純移動率以外の仮定値は社人研推計

と同じ） 

この推計では、平成 37 年に 8,683 人、平成 52 年に 7,062 人、平成 72 年に 5,733 人とな

ります。社人研推計と比較すると、それぞれ 813 人、1,498 人、2,447 人と大幅に上回る推

計となります。 

 

[シミュレーション 2の考え方] 

■合計特殊出生率 

 推計    

 Ｈ27 

（2015） 

Ｈ32 

（2020） 

Ｈ37 

（2025） 

Ｈ42～Ｈ72 

（2030～2060） 

シミュレーション2 1.7 1.7 1.8 2.1 

（参考）社人研推計 1.43 1.40 1.37 1.38 

■社会移動 

 Ｈ27～Ｈ72 

（2015～2060） 

シミュレーション2 ＋－0人 

 

■シミュレーション 2の推計結果 

 
出典：国の人口推計ワークシートによる推計シミュレーション 
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（人） ←実績値 推計値→



 

2 試算

 

（1）

 

4 つ

対策を

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

前述のとおり、

ましたが、推計結果に

人口減少対策の成果を上げ

うことです。

例えば、

と、最も

ョン

きなものになります

また、

口はシミュレーション

は約

いえます。

推計方法

社人研推計

日本創成会議推計

シミュレーション

シミュレーション

試算結果の

）総人口の比較

つの推計のうち、

対策をそのまま継続した

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

前述のとおり、

ましたが、推計結果に

人口減少対策の成果を上げ

うことです。 

例えば、出生率も社会動態も理想的な仮定で

、最も減少スピードが速い

ョン 2 の 7,062 人に対し、

ものになります

また、合計特殊出生率

シミュレーション

は約 800 人となります。

いえます。 

推計方法 
平成

（

社人研推計 

日本創成会議推計 

シミュレーション 1 

シミュレーション 2 

結果の比較 

総人口の比較 

のうち、社人研推計

継続した場合の

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

前述のとおり、4つの人口推計

ましたが、推計結果に大きな差がみられました。つまり

人口減少対策の成果を上げることができれば、

出生率も社会動態も理想的な仮定で

減少スピードが速い

人に対し、日本創成会議

ものになります。 

合計特殊出生率だけが上昇する

シミュレーション 1 の

人となります。800

平成 27 年 

（2015） 

平成 32

（2020

9,785 8,800

9,785 8,683

9,830 8,884

10,193 9,425

社人研推計と日本創成会議

場合の結果です。推計

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

人口推計ではいずれも中長期的

大きな差がみられました。つまり

ることができれば、

出生率も社会動態も理想的な仮定で

減少スピードが速い日本創成会議

日本創成会議

だけが上昇する

の 5,894 人に対し、

800 人は現在の人口の約

32 年 

2020） 

平成 37 年 

（2025） 

平成

（

800 7,870 

683 7,638 

884 8,003 

425 8,683 
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日本創成会議推計は

結果です。推計シミュレーション

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

いずれも中長期的

大きな差がみられました。つまり

ることができれば、減少

出生率も社会動態も理想的な仮定で減少

日本創成会議推計の平成

日本創成会議推計は 5,029

だけが上昇する推計シミュレーション

人に対し、日本創成会議

人は現在の人口の約 8％にあた

平成 42 年 

（2030） 

平成 47

（2035

7,030 6,

6,694 5,

7,238 6,

8,069 7,

推計は、本町の

シミュレーション

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

いずれも中長期的に人口減少

大きな差がみられました。つまり、人口減少

減少スピードを鈍化させることが可能とい

減少スピードが遅い

平成 52 年人口を比べると

5,029 人となり、

推計シミュレーション

日本創成会議推計は

％にあたり、

47 年 

2035） 

平成 52 年 

（2040） 

,271 5,564 

,833 5,029 

,539 5,894 

,537 7,062 

、本町の平成 22 年までの人口減少

シミュレーションの 2つは、出生数の向上、

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。

人口減少が進むという

人口減少は避けられないものの、

スピードを鈍化させることが可能とい

スピードが遅い推計シミュレーション

人口を比べると

人となり、その差は約

推計シミュレーション 1と比べると、

推計は 5,029 人となり、その差

り、これだけでも大きな成果と

平成 57 年 

（2045） 

平成

（2050

4,893 4

  
5,278 4

6,623 6

年までの人口減少

つは、出生数の向上、

定住促進、転入・移住促進など人口減少対策が成果を生むという仮定の結果です。 

が進むという結果となり

は避けられないものの、

スピードを鈍化させることが可能とい

シミュレーション

人口を比べると、シミュレーシ

その差は約 2,000 人と大

と比べると、平成 52

人となり、その差

これだけでも大きな成果と

平成 62 年 

2050） 

平成 67 年

（2055）

4,286 3,751

 
4,717 4,233

6,247 5,950

年までの人口減少

つは、出生数の向上、

結果となり

は避けられないものの、

スピードを鈍化させることが可能とい

シミュレーション 2

シミュレーシ

人と大

52 年人

人となり、その差

これだけでも大きな成果と

年 

） 

平成 72 年 

（2060） 

751 3,286 

 
233 3,820 

950 5,733 

 



 

（2）

 

ア 年少

4 つの

計では、平成

社人研推計で

します。しかし、その後に

合計特殊出生率

に転じ、

出生率も社会動態も理想的な仮定である

に上昇

 

 

推計方法

社人研推計

日本創成会議推計

シミュレーション

シミュレーション

 

 

）年齢階層別

年少人口割合

つの推計結果

計では、平成 37

社人研推計では

します。しかし、その後に

合計特殊出生率

じ、11％台に回復する

出生率も社会動態も理想的な仮定である

に上昇に転じ、平成

推計方法 
平成

（

社人研推計 

日本創成会議推計 

シミュレーション 1 

シミュレーション 2 

 

別（3 区分）

人口割合の比較 

推計結果の年少人口割合

37 年に 6.9％、平成

は当面低下傾向が続

します。しかし、その後に再び低下し

合計特殊出生率を上昇させた

％台に回復すると見込まれます。

出生率も社会動態も理想的な仮定である

、平成 57 年以降は

平成 27 年 

（2015） 
平成 32

（2020

8.5% 7.7%

8.5% 7.6%

8.9% 8.6%

9.3% 9.4%

 

人口が若返り始める

区分）割合の比較

年少人口割合を比較すると

％、平成 52 年に

当面低下傾向が続くものの

再び低下し、

を上昇させたシミュレーション

と見込まれます。

出生率も社会動態も理想的な仮定である

以降は平成 7年

32 年 

2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成

（

7.7% 7.3% 

7.6% 6.9% 

8.6% 8.8% 

9.4% 10.1% 

  

人口が若返り始める 
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割合の比較 

比較すると、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

年に 5.9％になると見込まれます。

くものの、平成

、平成 72 年に

シミュレーション 1

と見込まれます。 

出生率も社会動態も理想的な仮定であるシミュレーション

7年と同じ 15

平成 42 年 

（2030） 
平成 47

（2035

7.0% 7.1%

6.4% 6.1%

9.2% 10.0%

11.0% 12.4%

、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

％になると見込まれます。

、平成 42 年に 7.0

年に 6.9％にな

1 では平成 32

シミュレーション 2

15％台まで回復

47 年 

2035） 
平成 52 年 

（2040） 

7.1% 7.3% 

6.1% 5.9% 

10.0% 10.9% 

12.4% 14.0% 

、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

％になると見込まれます。 

7.0％に低下した後、やや回復

なると見込まれます。

32 年の 8.6％を底に上昇

2 では平成 27

回復すると見込まれます。

平成 57 年 

（2045） 
平成

（2050

7.4% 

  

11.3% 11.5%

15.0% 15.5%

、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

 

％に低下した後、やや回復

ると見込まれます。 

％を底に上昇

27 年の 9.3％

と見込まれます。

平成 62 年 

2050） 
平成 67 年

（2055）

7.4% 7.1%

 

11.5% 11.6%

15.5% 15.5%

、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

％に低下した後、やや回復

 

％を底に上昇基調

％を底

と見込まれます。 

年 

） 
平成 72 年 

（2060） 

7.1% 6.9% 

 

11.6% 11.7% 

15.5% 15.7% 
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イ 生産年齢人口割合の比較 

4 つの推計結果の生産年齢人口割合をみると、最も割合低下の進行が速い日本創成会議推

計では、平成 37 年に 44.7％、平成 52 年に 39.8％になると見込まれます。 

社人研推計では当面低下傾向が続くものの、平成 57 年の 41.8％を底に上昇基調に転ずる

と見込まれます。 

合計特殊出生率を上昇させたシミュレーション 1 では、社人研推計よりも 5 年早い平成

52 年の 41.5％を底に上昇基調に転じ、それ以降も上昇すると見込まれます。 

出生率も社会動態も理想的な仮定であるシミュレーション2では平成42年の44.8％を底

に上昇に転じ、平成 62 年には 50％を超え、平成 72 年には 55.6％となり、平成 7年の 56.7％

に近い割合に回復すると見込まれます。 

 

 

推計方法 
平成 27 年 

（2015） 
平成 32 年 

（2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成 42 年 

（2030） 
平成 47 年 

（2035） 
平成 52 年 

（2040） 
平成 57 年 

（2045） 
平成 62 年 

（2050） 
平成 67 年 

（2055） 
平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 49.3% 46.9% 45.0% 43.8% 42.8% 42.2% 41.8% 42.9% 44.0% 44.5% 

日本創成会議推計 49.3% 46.8% 44.7% 43.1% 41.4% 39.8%     

シミュレーション 1 49.1% 46.4% 44.2% 43.0% 41.9% 41.5% 41.7% 43.3% 45.1% 46.5% 

シミュレーション 2 49.0% 46.8% 45.3% 44.8% 44.9% 45.7% 47.2% 50.1% 54.3% 55.6% 
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60.0%
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（2010年）
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（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

社人研準拠

日本創成会議準拠

シミュレーション１（社人研準拠推計＋出生率上昇）

シミュレーション２（シミュレーション１＋転入転出相殺）

←実績値 推計値→

人口が若返り始める 
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ウ 老年人口割合（高齢化率） 

4 つの推計結果の老年人口割合（高齢化率）をみると、最も高齢化の進行が速い日本創成

会議推計では平成 42 年に 50％を超え、平成 52 年には 54.3％になると見込まれます。 

社人研推計では平成 47 年に 50％を超え、平成 57 年の 50.7％をピークに低下するものと

見込まれます。 

合計特殊出生率を上昇させたシミュレーション 1、出生率も社会動態も理想的な仮定であ

る 2 では、どちらも高齢化率が 50％を超えることはなく、それぞれ 48.1％（平成 47 年）、

44.7％（平成 37 年）をピークに低下するものと見込まれます。 

 

 

推計方法 
平成 27 年 

（2015） 
平成 32 年 

（2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成 42 年 

（2030） 
平成 47 年 

（2035） 
平成 52 年 

（2040） 
平成 57 年 

（2045） 
平成 62 年 

（2050） 
平成 67 年 

（2055） 
平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 42.2% 45.4% 47.7% 49.3% 50.2% 50.5% 50.7% 49.7% 48.9% 48.6% 

日本創成会議推計 42.2% 45.6% 48.3% 50.6% 52.5% 54.3%     

シミュレーション 1 42.0% 45.0% 46.9% 47.8% 48.1% 47.7% 47.0% 45.2% 43.3% 41.8% 

シミュレーション 2 41.7% 43.8% 44.7% 44.2% 42.7% 40.3% 37.8% 34.4% 30.2% 28.8% 
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平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

社人研準拠

日本創成会議準拠

シミュレーション１（社人研準拠推計＋出生率上昇）

シミュレーション２（シミュレーション１＋転入転出相殺）

←実績値 推計値→

人口が若返り始める 
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（3）自然動態・社会動態の影響度 

 

国の分析方法に基づき、社人研推計とシミュレーション 1 を比較し将来人口に及ぼす出

生の影響度（自然動態の影響度）をみると、平成 52 年時点での総人口が 105.9％となり、

影響度は 5段階中「3」となります。 

一方、シミュレーション 1 とシミュレーション 2 を比較し将来人口に及ぼす人口移動の

影響度（社会動態の影響度）をみると、平成 52 年時点での総人口が 119.8％となり、影響

度は 5段階中「3」となります。 

どちらの影響度も 5段階中「3」となることから、自然動態、社会動態ともに人口変動に

同程度の影響を及ぼすと考えられます。 

なお、愛媛県が示した県内市町の自然動態の影響度、社会動態の影響度（下表）をみる

と、本町を含む 6つの市町が同じ影響度となります。なお、7つの市町では社会動態の影響

が「2」となり、これらの市町より本町では社会動態の影響度が大きいと考えられます。 

 

  
自然動態の影響度（2040） 

1 2 3 4 5 合計 

社
会
動
態
の
影
響

（
2
0
4
0

） 

1 0 0 

2 

（10.0%） 0 0 
2 

（10.0%） 
松山市 東温市 

2 0 

1 

（5.0%） 

7 

（35.0%） 

0 0 
8 

（40.0%） 
新居浜市 

西予市 

四国中央市 

松前町 

鬼北町 

伊予市 

上島町 

砥部町 

  

3 0 

1 

（5.0%） 

6 

（30.0%） 

0 0 
7 

（35.0%） 
西予市 

今治市 

八幡浜市 

伊方町 

宇和島市 

内子町 

松野町 

4 0 0 

2 

（10.0%） 0 0 
2 

（10.0%） 
大洲市 久万高原町 

5 0 0 

1 

（5.0%） 0 0 
1 

（5.0%） 
愛南町 

合

計 
0 

2 

（10.0%） 

18 

（90.0%） 
0 0 

20 

（100.0%） 

 

※影響度の段階 

「自然増減の影響度」 

シミュレーション 1の平成 52 年（2040 年）の総人口／社人研推計の平成 52 年（2040 年）の総人

口の数値に応じて以下の 5段階に整理 

100％未満…「1」、100～105％…「2」、105～110％…「3」、110～115％…「4」、115％以上…「5」

「社会増減の影響度」 

シミュレーション 2の平成 52 年（2040 年）の総人口／シミュレーション 1の平成 52 年（2040

年）の総人口の数値に応じて以下の 5段階に整理 

100％未満…「1」、100～110％…「2」、110～120％…「3」、120～130％…「4」、130％以上…「5」
（出典：「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について／

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局） 



 

33 

3 将来の人口変化が与える影響の想定 

 

4 つの人口推計ではいずれも中長期的に人口減少が進むという結果となりました。今後、

人口減少が進んだ場合、次のような影響が懸念されます。 

 

（1）町民生活に与える影響 

 

ア 集落 

○ 町内 70 の集落のうち、平成 27 年 4 月時点で人口 100 人以下が 38 か所、10 人以下が 4

か所となっています。小規模な集落では人口の一層の減少、生産年齢人口の減少、高

齢者人口や高齢者単身世帯の増加により、地域コミュニティの維持や世代間の支えあ

いが困難になります。 

○ 町内 70 の集落のうち、4歳以下の人口が 0人の集落が 25 か所あり、長期的にはこれら

の集落の継続が困難になる可能性があります。 

○ 平成 27 年 2 月末現在、町内に空き家は約 1,050 件、空き倉庫・事務所・店舗は約 150

件あり、人口及び世帯の減少により、空き家等がさらに増加する可能性があります。 

○ 現存する空き家のうち、外観の複数か所の破損もしくは大きく破損している家屋等が

約 320 件あります。強い揺れで倒壊する恐れがあるものや既に一部倒壊している家屋

等が約 370 件あります。 

○ 空き家の老朽化・荒廃、空き地の拡大が進むことにより、災害時のリスク増加、治安

の悪化、資産価値の低下などにつながる可能性が高まります。 

 

■空き家数（件数）（平成 27 年 2月末現在） 

 住宅 倉庫 事務所 工場 店舗 その他 

伊方 387 46 － － 2 2 

瀬戸 321 39 － 2 － － 

三崎 351 42 2 3 5 2 

合 計 1,059 127 2 5 7 4 

出典：建設課    

 

  



 

イ 子育て・教育

○ 町内

○ 町内

児童生徒数に

ります

保育所児童数

 

ウ 医療、福祉

○ 高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

○ 日本医師会の試算によると

います。つまり、

編の必要性が高ま

○ 社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

■

子育て・教育

町内 8か所の保育所の

町内 6か所の小学

児童生徒数に

ります。 

■保育所、小

 

保育所数

保育所児童数

小学校数

児童数 

中学校数

生徒数 

保育所児童数（各年

医療、福祉 

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

日本医師会の試算によると

います。つまり、

編の必要性が高ま

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

■医療施設数、

 

医療施設数 

介護施設数 

■伊方町の

子育て・教育 

か所の保育所の利用者

か所の小学校（平成

児童生徒数に応じて、適切な教育環境を保つため、教育機能の

保育所、小・中学校（人、か所）の状況

保育所数 

保育所児童数 

数 

 

数 

 

（各年 4月 1 日現在

 

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

日本医師会の試算によると

います。つまり、町内 7

編の必要性が高まります

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

、介護施設数（か所）の推移

 

 

デイサービス

センター 

特養 

伊方町の医療介護需要予測指数（

利用者が減少するため、施設の

（平成 27 年 3 月で二見小学校閉校）

応じて、適切な教育環境を保つため、教育機能の

中学校（人、か所）の状況

H20 H

10 

235 

11 

508 

3 

325 

現在）、児童数・生徒数

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

日本医師会の試算によると本町の医療・介護の需要はそれぞれ低下すると予測

7か所の診療所、

ります。 

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

（か所）の推移

H20 
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デイサービス 
5

2

医療介護需要予測指数（

34 

が減少するため、施設の

月で二見小学校閉校）

応じて、適切な教育環境を保つため、教育機能の

中学校（人、か所）の状況 

H21 H22 

10 10 

204 203 

9 9 

484 468 

3 3 

295 283 

児童数・生徒数（各年

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

医療・介護の需要はそれぞれ低下すると予測

か所の診療所、8か所の介護施設

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

（か所）の推移 

 H21 

7 7 

5 5 

2 2 

医療介護需要予測指数（2010 年＝100

出典：

が減少するため、施設の再編の必要性が高まります

月で二見小学校閉校）、

応じて、適切な教育環境を保つため、教育機能の

 H23 H

 10 

 220 

 9 

 428 

 3 

 262 

（各年 4月 8日現在

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。

医療・介護の需要はそれぞれ低下すると予測

か所の介護施設の

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。

H22 H23 

7 7

5 5

2 2

100）（社人研推計に基づく予測）

出典：日本医師会ホームページ（

再編の必要性が高まります

3か所の中学校

応じて、適切な教育環境を保つため、教育機能の統廃合

H24 H25 

9 8 

217 206 

9 8 

405 368 

3 3 

231 234 

現在）  出典：

高齢化による需要増加と人口減少による需要減少が考えられます。 

医療・介護の需要はそれぞれ低下すると予測

の利用者が減少

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

の自己負担の増加など高齢期の経済的負担の増加が想定されます。 

 H24 H25

7 7 

5 5 

2 2 

出典：

（社人研推計に基づく予測）
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再編の必要性が高まります

か所の中学校の中長期的な

統廃合の必要性が高ま

 H26 
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 207 

 7 

 363 

 3 

 222 

出典：政策推進課 

 

医療・介護の需要はそれぞれ低下すると予測されて

利用者が減少し、施設の再

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

 

H25 H26 

7 7

5 5

3 3

出典：政策推進課

（社人研推計に基づく予測） 

日本医師会ホームページ（http://jmap.jp

再編の必要性が高まります。 

の中長期的な

の必要性が高ま

 

されて

、施設の再

社会保障制度を支える世代が減少するため、現行制度の変更がない場合、介護保険料

 

7 

5 
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政策推進課   

http://jmap.jp） 



 

（2）地域経済に与える影響

 

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

 

ア 第

○ 「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成

減少し、就業者は

○ 「

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる

 

イ 第

○ 第

○ 「建設業」「製造業」

の継続が困難になる

○ 「建設業」

循環に及ぼす効果が縮小する

 

ウ 第

○ 平成

祉」は本町で就業の中核に成長しています。

○ 町内消費が減少し、

す

○ 医療・介護の需要

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

 

■就業者割合の

 

 

）地域経済に与える影響

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

第 1次産業（農林水産業）

「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成

減少し、就業者は

「農業、林業

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる

第 2次産業（

第 2次産業の就業者数は

「建設業」「製造業」

の継続が困難になる

「建設業」が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

循環に及ぼす効果が縮小する

第 3次産業（非製造業、サービス業）

平成 22 年時点の就業者数の

祉」は本町で就業の中核に成長しています。

町内消費が減少し、

す。 

医療・介護の需要

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

 

就業者割合の推移

）地域経済に与える影響

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

次産業（農林水産業）

「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成

減少し、就業者は 65 歳以上が半数以上を占め

農業、林業」「漁業」

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる

次産業（製造業、建設業等

の就業者数は

「建設業」「製造業」ともに

の継続が困難になる可能性が

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

循環に及ぼす効果が縮小する

（非製造業、サービス業）

年時点の就業者数の

祉」は本町で就業の中核に成長しています。

町内消費が減少し、小売業

医療・介護の需要が低下する

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

推移（再掲載）

）地域経済に与える影響 

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

次産業（農林水産業） 

「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成

歳以上が半数以上を占め

」「漁業」の交代指数は

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる

建設業等） 

の就業者数は平成 7年から

ともに交代指数

可能性があります。

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

循環に及ぼす効果が縮小する可能性が

（非製造業、サービス業）

年時点の就業者数の 49％が第

祉」は本町で就業の中核に成長しています。

小売業、飲食業などの

低下する恐れ（

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

（再掲載） 
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年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成

歳以上が半数以上を占めてい

交代指数は低いことから、労働力の縮小がどの産業よりも大

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる

 

から平成 22 年

交代指数は高くないことから、労働力の縮小によって産業

あります。 

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

可能性があります。

（非製造業、サービス業） 

％が第 3次産業に従事しており、女性中心の「医療、福

祉」は本町で就業の中核に成長しています。 

、飲食業などの経営

恐れ（日本医師会試算

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

「農業、林業」は就業の中核ですが、就業者数は平成 7年から平成

ています。 

いことから、労働力の縮小がどの産業よりも大

きく影響し、本町の産業基盤として成り立たなくなる可能性が

年の間に▲37.9

は高くないことから、労働力の縮小によって産業

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

あります。 

次産業に従事しており、女性中心の「医療、福

 

経営に大きな打撃となることが懸念されま

日本医師会試算）があり、

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

出典：国勢調査（各年

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。

年から平成 22 年の間に▲

 

いことから、労働力の縮小がどの産業よりも大

可能性があります

37.9％減少し

は高くないことから、労働力の縮小によって産業

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

次産業に従事しており、女性中心の「医療、福

に大きな打撃となることが懸念されま

）があり、「医療、福祉

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。

出典：国勢調査（各年

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

興に大きな影響を及ぼします。産業別に想定される主な影響は次のとおりです。 

年の間に▲44.0

いことから、労働力の縮小がどの産業よりも大

あります。 

しました。 

は高くないことから、労働力の縮小によって産業

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

次産業に従事しており、女性中心の「医療、福

に大きな打撃となることが懸念されま

医療、福祉」の就業者

の減少や、人材不足による福祉サービスが低下する可能性もでてきます。 

出典：国勢調査（各年 10 月

年少人口と生産年齢人口の減少に伴い産業の担い手となる労働力が縮小すると、産業振

44.0％

いことから、労働力の縮小がどの産業よりも大

 

は高くないことから、労働力の縮小によって産業

が衰退すると、社会インフラ整備が遅れることや、公共投資が町内の経済

次産業に従事しており、女性中心の「医療、福

に大きな打撃となることが懸念されま

の就業者

 

月 1日） 
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（3）地方財政に与える影響 

 

ア 歳入・歳出 

○ 普通会計の歳入額及び歳出額は年によって増減するものの、110 億円～120 億円程度で

推移しています。 

○ 歳入の約 6割を占める依存財源は人口を算定基準とする普通交付税を含んでいるため、

人口減少によって普通交付税も減少する見通しです。また、生産年齢人口や事業者の

減少に伴う地域経済の縮小により、自主財源割合の低下も加速することが懸念されま

す。 

○ 歳出では経常的経費（扶助費など）と投資的経費（普通建設事業費など）の割合は横

ばい、その他経費（物件費、補助金など）割合は増加しています。 

○ 今後、歳入が減少すれば歳出も抑制することになり、各支出を見直す必要が生じます。 

■財政状況の推移（単位：百万円）（平成 26 年 11 月 7 日現在） 

 

出典：政策推進課    

イ 公共施設、社会インフラの維持管理 

○ 町の公共施設（公園、公営住宅、学校、福祉施設など）は築 30 年以上経過している建

物の割合が平成 35 年 10 年後には 70％を超え、老朽化が一挙に進みます。 

○ 道路、漁港、上下水道などの社会インフラも劣化や損傷などに伴う修繕や更新、整備

が必要になります。 

○ 生活環境向上のためには老朽化に伴う公共施設の改修・改築、自然環境保全や経済社

会活動の基盤となる社会インフラを適切に維持しなければなりません。しかし、人口

減少に伴う歳入が減少した場合、健全な財政運営の観点から施設の機能や維持管理の

あり方、使用料などの見直しが必要になります。また、少子高齢化に伴い、施設の統

廃合の必要性が今以上に高まります。 

○ なお、こうした見通しを踏まえて本町では「伊方町公共施設等総合管理計画（行動計

画）」を平成 26 年度に策定し、町が管理する公共施設の維持管理・更新などを着実に

推進するための中長期的な取り組みの方向性を示しています。 
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第 4 章 人口の将来展望 

 

本町では中長期的な人口減少が不可避であり、その影響は町民生活、地域経済、地方財

政などに大きな影響を及ぼします。 

ここまでの分析とともに町民意向（※）を踏まえ、本町の人口減少抑制に向けた取り組

みの視点（方向性）と中長期的な人口の将来展望を考察します。 

 

※町民アンケート調査：平成 27 年 6～7 月にかけてこれからのまちづくりを担う町内居住

の16～45歳全員（2,286人）に調査票を配付し、603人から回答があった（回答率26.4％）。

巻末「資料」に関連結果を掲載。 

 

1 人口減少抑制策に向けた伊方町の視点（方向性） 

 

 

（1）人口の「減少スピードの抑制」と「若返り」を最重要テーマに位置づける 

 

人口動向をみると、本町では平成 55 年から平成 22 年までの 30 年間の人口増減率が▲

42.0％であり、国に先駆けて人口減少社会を迎えています。 

一般的に人口減少社会は 3 つの段階を経て進行するといわれます。総人口の減少に加え

て、「第 1段階：老年人口の増加」「第 2段階：老年人口の維持・微減」「第 3段階：老年人

口の減少」の 3つです。 

この 3つの段階を本町にあてはめると、年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）

とも昭和 55 年から減少し、老年人口（65 歳以上）も平成 17 年以降は減少していることか

ら、人口減少社会の「第 3段階」を迎えています。 

 

国全体が人口減少社会に突入した現在、「第 3段階」の本町で人口増加（日本人）を実

現することはほぼ不可能ですが、人口減少のスピードを鈍化させることと、その中で子

どもと生産年齢の割合を増やして人口の若返りを図ることは可能であると考えます。 

中長期的な人口減少が不可避なことを踏まえ、本町の中長期的なまちづくりにおいて

人口の「減少スピードの抑制」と「若返り」を最重要テーマに位置づけ、少子化対策、

定住対策、産業振興策、交流拡大策といった対策を総動員して町民、地域、企業・団体、

関係機関、行政が連携し全町挙げて取り組んでいくことが必要です。 

なお、隣接の八幡浜市でも本町と同様に人口減少傾向が続いていることから、広域連

携による人口減少対策の検討も考えられます。 
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（2）若い世代が本町で「子どもを産み、育てる」ことを選ぶ環境づくり 

 

死亡者数が横ばいで出生数が減少傾向にあるため、平成 15 年以降の自然減が年間 100～

170 人台に拡大しており、社会動態が年によって増減する中で自然減の拡大が人口変動に大

きな影響を及ぼすようになりました。 

平成 17 年以降、本町の出生者数は年間 60 人前後で推移しており、この間の子ども女性

比もほぼ一定であり、合計特殊出生率 1.70 は県内で 4番目に高くなっています。 

このことから、本町の出生者数が増えない背景には、ひとりの女性が産む子どもの数よ

り、結婚・出産する確率の高い年齢層の女性の減少がより大きく影響していると考えられ

ます。 

 

近年の自然減の拡大が人口変動に大きな影響を及ぼしている本町では、人口の「減少

抑制」と「若返り」を実現するために出生数の増加が一層重要な対策となります。 

出生数の増加のためには、まず、若い世代が本町に住み、結婚・出産・育児すること

を選ぶような就労環境と住環境づくりに産学官民が一体的に取り組むことが必要です。 

本町は、合計特殊出生率が高く、主に仕事をしている女性の割合が高いことから、仕

事と子育ての両立をしやすい環境であると考えられます。 

こうした長所をさらに伸ばし、仕事と子育てを両立しやすい環境の充実、子どもを希

望する家庭にとって子どもを産み・育てやすい環境の充実により、合計特殊出生率をさ

らに上昇させることも必要です。 

 

町民アンケート調査結果（巻末「資料」参照）では、独身の方の結婚願望は 71.2％です。

結婚後の居住地希望は「伊方町で暮らしたい」40.9％が最も多く、また、「わからない」も

31.2％あり、独身の方の結婚願望と町内居住の可能性は高いことがわかりました。 

理想の子どもの人数は「2人」45.1％あるいは「3人」27.8％という意向、また、既婚者

に聞いた少子化に対応するまちづくりに重要なことは「子育てにかかる経済的負担の軽減」

59.6％、「一時保育、放課後児童クラブなど、多様な子育て支援の充実」44.1％、「医療体

制の充実」29.6％という結果を考え合わせると、こうした子育ての環境が整えば、「結婚→

町内居住→2～3 人の子どもを持つ家庭＝子どもの増加、合計特殊出生率の上昇」という図

式も十分に期待できます。 

さらに、16～45 歳の町民が期待するまちづくりは「子どもがたくましく成長する教育と

子育て環境の良いまち」43.4％、学校教育に「社会性を育てる道徳教育と生活指導の充実」

40.3％が最も多いことなど、こうした期待に応えることが次の 10 年のまちづくりに求めら

れています。 
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（3）若い世代が魅力を感じる「しごと」を増やす 

 

ア 社会動態と「しごと」の関係 

 

近年、本町には毎年 250 人前後が転入する一方で約 300～400 人が転出します。この転入

者数を転出者数が上回る「転出超過」の状況が長年続いていることが、人口減少の大きな

要因となっています。 

本町の人口移動の特徴として、男女とも高校、専門学校、大学の卒業を機に町外に転出

するケースが多くなっています。 

一方、転入者は 20 代後半が多く、かつ、近年は増えています。これは大学卒業後のＵタ

ーン、就職、転職あるいは結婚などの理由が考えられます。また、30 歳代と 55～64 歳でも

転入超過がみられ、年齢的に転職、親の介護、子どもの教育など理由に家族でのＵターン、

あるいは定年や別荘への移住によるＵＩＪターンといったことが考えられます。 

人口移動の地域は松山市、八幡浜市が最も多く、次いで関西、四国（県外）、東京圏と続

きます。 

 

転入は右肩下がり、転出は平成 23 年以降右肩上がりであり、その差は拡大しています。

この「転出超過」が続く本町で人口の「減少抑制」と「若返り」を実現するためには、

若い世代の「転入の増加」と「転出の抑制（定住化）」が特に重要な対策となります。 

若い世代の社会動態で最大の動機となるのが「しごと」です。本町の就業の中核をな

す「農業」「医療、福祉」「建設業」「漁業」の後継者確保策とも連動させ、産学官民が一

体となって「若い世代が魅力を感じるしごと」を増やす取り組みが必要です。 

また、卒業直後の転出抑制策には大きな効果が期待できないと考えられることから、

転職・結婚・子育て・親の介護・定年などライフサイクルが変化する年齢層を対象に、

ＵＩＪターンが選択肢になるような環境づくりに向けて全分野が連携して取り組むこと

が必要です。 

また、移動数の多い関西、四国（県外）、東京圏で暮らす本町出身者や移住希望者に対

するＵターンや移住促進の積極的な取り組みに高い効果が期待できます。 

 

町民アンケート調査結果（巻末「資料」参照）では、生徒・学生の卒業後の進路は「進

学する」と「就職する」がともに 46.4％です。希望する進路の場所は「県内（町外）」が最

も多く、「大阪や東京などの都会」が続き、「町内」は 10％未満です。 

しかしながら、町外希望者のうち、希望する進学先や就職先が町内にあれば「町内で暮

らすと思う」46.7％、町内で就労する際に重視することは「希望する職種がある」49.3％、

町外で暮らした後のＵターン可能性（帰る予定＋実家があるので帰ってくると思う＋帰っ

てきてもいい）は実に 82.7％に上ります。そして、Ｕターンの条件で最も重視することは

「仕事」であり、「生活環境」と回答しています。 

こうした結果から、「しごと」の充実が次代を担う若い世代の定住意向を実現するための

最大の要因といえます。 
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イ 産業の現状から捉えた「しごと」 

 

本町の就業人口は平成 7 年から平成 22 年までの 15 年間で約 2,000 人（▲28.1％）減少

しました。これは人口の減少率（▲26.4％）を上回っています。 

産業別就業人口割合では第 1 次産業に代わりに第 3 次産業が 49％を占めるようになりま

した。現在、本町で就業の中核をなしているのは「農業、林業」「建設業」「漁業」「医療、

福祉」の 4つといえます。 

就業者の 2割強が 65 歳以上となっており、中でも就業の中核をなしている「農業、林業」

では 65 歳以上が半数以上を占めています。農業以外の産業の交代指数も総じて低い値であ

ることから、産業の持続性を図るには若い就業者の確保・育成が大きな課題になります。 

 

各産業では、人口構造の変化に伴い、就業者の高齢化が進んでおり、産業の持続性を

図るためにも若い就業者の確保・育成が大きな課題になっています。 

本町で人口の「減少抑制」と「若返り」を実現するためには、「若い人が魅力を感じる

しごと」を増やし、「転入の増加」と「転出の抑制（定住化）」を進めることが重要です。 

また、柔軟な就業形態の実践や子育てサービスの充実など仕事と子育てを両立しやす

い環境の一層の充実に向けて産学官民が一体となって取り組むことが必要です。 

 

 

町民アンケート調査結果（巻末「資料」参照）では、次の 10 年のまちづくりで重点的に

進めていくべき産業振興策は「農業の振興」27.0％が最も多く、次いで「就労への支援、

就労環境の向上支援」25.4％、「後継者確保のための取り組み」20.6％を挙げています。 

町民の意向からも農業振興、定住やＵターンのための就労支援、就労環境の向上（仕事

と子育ての両立を含むと思われる）、後継者確保の取り組みを期待しています。 

さらに、観光や交流の活性化に向けては「観光施設の整備拡充」32.8％、町の新たな取

り組みに「新しい企業を支援・活性化する取組み」49.3％をそれぞれ期待しています。 
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（4）生活の場として選ばれる住環境の整備 

 

伊方小学校区と三崎小学校区の人口が 3,000 人を超えていますが、この 2 校区を含め、

全校区で人口及び年齢階層別人口（3区分）が減少しています。 

総世帯数では九町小学校区（▲13.2％）と三机小学校区（▲21.7％）で大きく減少して

います。また、高齢者単身世帯数は三机小学校区を除いて増加しており、特に水ヶ浦小学

校区では 60.9％と急増しました。 

今後、地域を維持・継続していくために、地域を担い、子どもを産み・育てられる若者

が地域に定着できるよう、魅力があり、働きやすく暮らしやすい地域づくりの推進が必要

です。 

 

定住先や転入先を決める判断材料は主に「しごと」と「住環境」であり、特にＩター

ンやＪターンの場合は重要な基準になります。 

本町では、地域の人口や世帯数が減少しています。今後、高齢化が一段と進み、高齢

者単身世帯の増加が予測されることを踏まえ、地域での見守りや支えあいの活動がより

一層重要になるとともに、地域毎の特性に適した機能の見直しも必要と考えられます。 

 

町民アンケート調査結果（巻末「資料」参照）では、生徒・学生は将来のＵターン条件

を「仕事」35.5％、「生活環境」27.4％と回答し、「仕事」と「生活環境」の両方が重要で

あると考えています。 

生活環境は多岐にわたりますが、地域環境で不満が高い項目が「交通機関の便利さ（バ

ス、デマンド交通等）」と「日常の買い物の便利さ」であり、こうした点は早急に改善して

いくことが必要です。 

また、各分野で上位に挙げられた次の施策は重点的に進めていくべき施策として期待さ

れています。 

保健・医療・福祉 
「子育て支援や、保育施設の整備等、少子化対策」49.4％ 

「病院、診療所等の整備」45.4％ 

生涯学習・スポーツ、

文化活動 

「学校施設の開放、スポーツ・レクリエーション施設の機能拡充」

35.0％ 

社会基盤 「空き家対策の推進」50.4％ 

安全対策 「危険箇所防止の整備」71.3％ 

自然環境保全 「豊かな自然環境保全を重視した土地利用の推進」53.7％ 

 

次の 10 年のまちづくりに期待される第 2位は「お互いを支え合い、健康で、子ども・お

年寄りなどを大切にする「合力（こうろく）」のまち」35.0％、3 位は「災害、交通事故、

犯罪の少ない安全なまち」24.7％です。 

また、町民の幸福感を高めるのは「家族との助け合い」44.6％であり、最も幸福感に大

きな影響を及ぼすのは「心身の健康が維持・増進すること」37.5％であることを考え合わ

せると、高齢者の活躍するまちづくり、本町の伝統である「合力（こうろく）」を含めた地

域での支えあいを大切にするまちづくりがこれからも重要であるといえます。 
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2 人口の将来展望 

 

（1）総人口の将来展望 

本町の人口動向分析及び人口減少抑制策に向けた 4 つの視点（方向性）を踏まえ、人口

減少抑制策の成果を前提とする平成 72（2060）年の人口推計（将来展望）は次のとおりで

す。 

 

■人口の将来展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計 
平成 32 年 

（2020） 

平成 37 年 

（2025） 

平成 42 年 

（2030） 

平成 47 年 

（2035） 

平成 52 年 

（2040） 

平成 57 年 

（2045） 

平成 62 年 

（2050） 

平成 67 年 

（2055） 

平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 8,800 7,870 7,030 6,271 5,564 4,893 4,286 3,751 3,286 

（参考）展望 1※ 8,884 8,003 7,238 6,539 5,894 5,278 4,717 4,233 3,820 

展望 2 8,993 8,229 7,593 7,033 6,536 6,070 5,660 5,328 5,072 

※展望 1 は、試算「シミュレーション 1」と同じ 
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平成27年
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平成32年
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平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

（人） ←実績値 推計値→

◆展望1

合計特殊出生率の上昇を上乗せ

◆社人研推計（参考）

◆展望2

合計特殊出生率の上昇、転出超過の抑制効果を上乗せ

平成 27 年 

国勢調査地方集計 

 

人口 9,629 人 

平成 72（2060）年 

目指す将来の姿 

 

人口 5,000 人程度 

社人研準拠推計 

人口 3,286 人 
対策をしない場合 

まち・ひと・しごと創生の成

果 

2030 年出生率 2.1 に上昇、 

社会減を年間 20 人以上抑制 
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なお、展望 1 及び 2 は、社人研推計（平成 22 年国勢調査を基準とした推計）に基づき、

合計特殊出生率と社会動態を次のように仮定したものです。 

＜合計特殊出生率の設定＞ 

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」は平成 72（2060）年に総人口 1 億人程度

を確保するために、現在 1.4 の合計特殊出生率を平成 32（2020）年 1.6 程度、平成 42（2030）

年 1.8 程度、平成 42（2040）年に人口置換水準程度（現在 2.07）と設定しています。 

本町の合計特殊出生率は 1.70 であることから、人口減少対策によって国よりも早い段階

から人口置換水準を達成すると設定します。また、人口減少対策の成果が合計特殊出生率

の上昇に反映されるには相当の期間を要すると想定し、平成 37（2025）年 1.80 程度、平成

42（2030）年以降 2.10 程度と設定します（展望 1と展望 2は同じ設定）。 

推計 
平成 27 年 

（2015） 

平成 32 年 

（2020） 

平成 37 年 

（2025） 

平成 42 年 

（2030） 

平成 47 年 

（2035） 

平成 52 年 

（2040） 

平成 57 年 

（2045） 

平成 62 年 

（2050） 

平成 67 年 

（2055） 

平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 1.43 1.40 1.37 1.38 1.38 1.38 1.38 1.38 1.38 1.38 

（参考）展望 1 1.70 1.70 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

展望 2 1.70 1.70 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

 

＜社会動態の設定＞ 

展望 2は、人口減少対策の成果による転出超過抑制人数を少なくとも年間 20 人は必要と

設定します。 

推計 
平成 27 年 

（2015） 

平成 32 年 

（2020） 

平成 37 年 

（2025） 

平成 42 年 

（2030） 

平成 47 年 

（2035） 

平成 52 年 

（2040） 

平成 57 年 

（2045） 

平成 62 年 

（2050） 

平成 67 年 

（2055） 

平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 社会移動率の算出値準拠 

（参考）展望 1 社人研推計と同じ（社会移動率の算出値準拠） 

展望 2 

社人研推計の算出値準拠＋転出超過抑制を年間 20 人で設定 

（年間 20 人規模の転出超過抑制の成果例） 

� Ｕターンや移住などによる転入増。例えば、3人世帯として 4～5世帯の転

入増。 

� 町内への定住などによる転出抑制。例えば、6人が町内就職・定住による転

出減。 

 

上記設定によって下表のような社会動向となります。 

例えば、平成 27→32 年の 5年間で 100 人（年間 20 人×5年）が抑制されます（出生率の

影響が比較的少ない 5歳以上人口で算出）。 

次の平成 32→37 年の 5 年間では、若い世代で年間 20 人の減少抑制をした効果として、

100 人＋出産人数を含めた 106 人（年間約 21 人×5年）が抑制されます。 

5 年毎の人口増減数 

（5 歳以上） 

平成 27→

32 年 

（2020） 

平成 32→

37 年 

（2025） 

平成 37→

42 年 

（2030） 

平成 42→

47 年 

（2035） 

平成 47→

52 年 

（2040） 

平成 52→

57 年 

（2045） 

平成 57→

62 年 

（2050） 

平成 62→

67 年 

（2055） 

平成 67→

72 年 

（2060） 

社人研推計 -939 -906 -823 -748 -694 -654 -588 -520 -455 

（参考）展望 1（ア） -896 -868 -781 -684 -629 -599 -539 -468 -404 

展望 2（イ） -796 -762 -670 -559 -493 -456 -394 -321 -256 

抑制効果（イ－ア） 100 106 111 125 136 143 145 147 148 



 

 

■人口の将来展望

 

（参考）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成

亡中位））によると、

○仮に、合計特殊出生率が

まで上昇すると、

ね安定的に推移するものと推計される

○仮に、合計特殊出生率が

概ね

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（人）

■人口の将来展望

（参考）国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成

亡中位））によると、

○仮に、合計特殊出生率が

まで上昇すると、

ね安定的に推移するものと推計される

仮に、合計特殊出生率が

概ね 300 万人程度少なくなると推計される

1,066

5,569

4,247

10,882

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成22年

（2010年）

（人） ←実績値

■人口の将来展望（展望 2）

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成

亡中位））によると、2060

○仮に、合計特殊出生率が

まで上昇すると、2060 年の人口は約

ね安定的に推移するものと推計される

仮に、合計特殊出生率が

万人程度少なくなると推計される

878 791

4,822
4,203

4,130

3,998

9,830

8,993

平成27年

（2015年）

平成32

（2020

推計値→

）※平成 17 年と

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成

2060 年の総人口は約

○仮に、合計特殊出生率が 2030 年に 1.8

年の人口は約

ね安定的に推移するものと推計される

仮に、合計特殊出生率が 1.8 や 2.07

万人程度少なくなると推計される

791 764

4,203 3,708

3,998
3,757

8,993

8,229

32年

2020年）

平成37年

（2025年）（

年少人口
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年と 22 年に基づく推計

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成

年の総人口は約 8,700

1.8 程度、2040

年の人口は約 1 億 200 万人となり、長期的には

ね安定的に推移するものと推計される 

2.07 となる年次が

万人程度少なくなると推計される。 

759 789

3,371 3,097

3,463
3,147

7,593
7,033

平成42年

（2030年）

平成47

（2035

年少人口 生産年齢人口

年に基づく推計 

国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」 

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24

8,700 万人まで減少すると見通されている

2040 年に 2.07

万人となり、長期的には

となる年次が 5年ずつ遅くなると、将来の定常人口が

789 814

3,097 2,911

3,147
2,811

7,033
6,536

47年

2035年）

平成52年

（2040年）

平成

（

生産年齢人口 老年人口

24 年 1 月推計）」（出生中位（死

万人まで減少すると見通されている

2.07 程度（2020 年には

万人となり、長期的には 9,000

年ずつ遅くなると、将来の定常人口が

799 768

2,789 2,751

2,482 2,141

6,070
5,660

平成57年

（2045年）

平成62

（2050年）

月推計）」（出生中位（死

万人まで減少すると見通されている

2020 年には 1.6 程度）

9,000 万人程度で概

年ずつ遅くなると、将来の定常人口が

768 733

2,751 2,723

2,141 1,872

5,660
5,328

62年

年）

平成67年

（2055年）

平成

（

 

月推計）」（出生中位（死

万人まで減少すると見通されている 

程度）

万人程度で概

年ずつ遅くなると、将来の定常人口が

708

2,662

1,702

5,072

平成72年

（2060年）
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（2）年齢階層別（3 区分）の将来展望 

 

ア 年少人口 

年少人口は、平成 22 年から約 3割減少し、平成 72 年に 700 人程度になります。 

 

 平成 22 年国勢調査  平成 72（2060）年 

年少人口 1,066 人 → 708 人（▲33.6％） 

 

年少人口割合は、平成 32 年の 8.8％を底に上昇に転じ、平成 42 年に 10％台に回復、平

成 72 年は平成 12 年以前と同じ 14％台まで回復します。 

 

推計方法 
平成 27 年 

（2015） 
平成 32 年 

（2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成 42 年 

（2030） 
平成 47 年 

（2035） 
平成 52 年 

（2040） 
平成 57 年 

（2045） 
平成 62 年 

（2050） 
平成 67 年 

（2055） 
平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 8.5% 7.7% 7.3% 7.0% 7.1% 7.3% 7.4% 7.4% 7.1% 6.9% 

（参考）展望 1 8.9% 8.6% 8.8% 9.2% 10.0% 10.9% 11.3% 11.5% 11.6% 11.7% 

展望 2 8.9% 8.8% 9.3% 10.0% 11.2% 12.5% 13.2% 13.6% 13.8% 14.0% 

 

 

  

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成32年

（2020年）

平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

社人研準拠

展望1（出生率上昇、社人研移動率準拠）

展望2（出生率上昇、転出抑制）

←実績値 推計値→

人口が若返り始める 
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イ 生産年齢人口割合 

生産年齢人口は、平成 22 年から半減し、平成 72 年に 2,700 人程度になります。 

 

 平成 22 年国勢調査  平成 72（2060）年 

生産年齢人口 5,569 人 → 2,662 人（▲52.2％） 

 

生産年齢人口割合は当面低下傾向が続くものの、平成 47 年の 44.0％を底に上昇基調に転

じ、平成 72 年には平成 12 年と同じ 52％台に回復します。 

 

 

 

推計方法 
平成 27 年 

（2015） 
平成 32 年 

（2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成 42 年 

（2030） 
平成 47 年 

（2035） 
平成 52 年 

（2040） 
平成 57 年 

（2045） 
平成 62 年 

（2050） 
平成 67 年 

（2055） 
平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 49.3% 46.9% 45.0% 43.8% 42.8% 42.2% 41.8% 42.9% 44.0% 44.5% 

（参考）展望 1 49.1% 46.4% 44.2% 43.0% 41.9% 41.5% 41.7% 43.3% 45.1% 46.5% 

展望 2 49.1% 46.7% 45.1% 44.4% 44.0% 44.5% 45.9% 48.6% 51.1% 52.5% 

 

 

  

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成32年

（2020年）

平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

社人研準拠

展望1（出生率上昇、社人研移動率準拠）

展望2（出生率上昇、転出抑制）

←実績値 推計値→

人口が若返り始める 
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ウ 老年人口割合（高齢化率） 

老年（高齢者）人口は、平成 22 年から約 6 割減少し、平成 72 年に 1,700 人程度になり

ます。 

 

 平成 22 年国勢調査  平成 72（2060）年 

老年人口 4,247 人 → 1,702 人（▲59.9％） 

 

老年人口割合（高齢化率）は当面上昇するものの、平成 37 年の 45.7％をピークに低下に

転じ、平成 72 年には平成 12 年以前と同じ 33％台に低下します。 

 

 

 

推計方法 
平成 27 年 

（2015） 
平成 32 年 

（2020） 
平成 37 年 

（2025） 
平成 42 年 

（2030） 
平成 47 年 

（2035） 
平成 52 年 

（2040） 
平成 57 年 

（2045） 
平成 62 年 

（2050） 
平成 67 年 

（2055） 
平成 72 年 

（2060） 

社人研推計 42.2% 45.4% 47.7% 49.3% 50.2% 50.5% 50.7% 49.7% 48.9% 48.6% 

（参考）展望 1 42.0% 45.0% 46.9% 47.8% 48.1% 47.7% 47.0% 45.2% 43.3% 41.8% 

展望 2 42.0% 44.5% 45.7% 45.6% 44.7% 43.0% 40.9% 37.8% 35.1% 33.6% 

 

 

 

  

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

平成32年

（2020年）

平成37年

（2025年）

平成42年

（2030年）

平成47年

（2035年）

平成52年

（2040年）

平成57年

（2045年）

平成62年

（2050年）

平成67年

（2055年）

平成72年

（2060年）

社人研準拠

展望1（出生率上昇、社人研移動率準拠）

展望2（出生率上昇、転出抑制）

←実績値 推計値→

人口が若返り始める 
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資料 

 

「第 4 章 1 人口減少抑制策に向けた伊方町の視点（方向性）」に関するアンケート結

果は次のとおりです。 

 

■「（2）若い世代が本町で「子どもを産み、育てる」ことを選ぶ環境づくり」に関するア

ンケート結果 

 

《独身の方にうかがいます（離別した方を含む。事実婚の方は除く）》 

問 27 あなたは、将来、結婚したいと考えていますか。（１つに○） 

 
 

 

付問 前問で「１ 結婚したい」に○をつけた方のみお答えください。 

結婚するとしたら、伊方町で暮らしますか。（１つに○） 

 

 

 

  

71.2 7.0 21.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚したい 結婚したくない わからない

ｎ=302

40.9 

21.4 

6.0 

31.2 

0.5 

0% 20% 40% 60%

伊方町で暮らしたい

町を出て、県内で暮らしたい（具体的に市・町）

大阪や東京などの都会で暮らしたい

（具体的に都道府県）

わからない

無回答

ｎ=215
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問 28 あなたは、将来、子どもが欲しいと思いますか。（１つに○） 

 

 

付問 前問で「５」に○をつけた方のみお答えください。 

子どもを欲しくない主な理由は何ですか。（主なもの２つまでに○） 

 

 

 

  

8.5 

45.1 

27.8 

4.2 

14.4 

0% 20% 40% 60%

1人

2人

3人

4人以上

子どもは欲しくない

ｎ=306

36.4 

31.8 

20.5 

6.8 

6.8 

4.5 

29.5 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40%

年齢的な理由

経済的な理由

身体的な理由

住環境による理由

労働条件・労働環境による理由

子育て環境による理由

すでに子どもがいるから

無回答

ｎ=44
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《結婚している方にうかがいます（事実婚の方を含む）》 

問 29 「少子化に対応するまちづくり」に向けて、特に重要なことは何だと考えますか。

（主なもの２つまでに○） 

 

 

  

59.6 

44.1 

29.6 

13.6 

11.7 

8.6 

5.9 

5.2 

3.4 

0% 20% 40% 60%

子育てにかかる経済的負担の軽減

一時保育、放課後児童クラブなど、

多様な子育て支援の充実

医療体制の充実

男性の家事・育児への参画

子どもの成長や発達を支援する活動、

障がい児への支援

情報提供や交流の場、相談機会の充実

（子育てにかかる不安の解消）

母子保健活動の充実

（定期健康診査、訪問指導など）

その他

特にない、わからない

ｎ=324
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《全員》 

問 9 町の学校教育として、今後、何を最も重視すべきと考えますか。（主なもの２つまで

に○） 

 
 

  

40.3 

31.2 

28.5 

27.4 

25.7 

17.6 

2.5 

7.1 

0.7 

0% 20% 40% 60%

社会性を育てる道徳教育と生活指導の充実

豊かな感性を育てる国際感覚の

養成と語学教育の充実

自然・歴史・人材など、地域資源を

活用した体験学習の充実

食育（食を通じた健康教育）や部活動などを

通じた、心身の健康づくりの充実

21世紀に必要な環境教育、情報教育の充実

小・中学校教育に一貫する、町の教育理念の確立

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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■「（3）若い世代が魅力を感じる「しごと」を増やす」に関するアンケート結果 

ア 社会動態と「しごと」の関係 

《生徒・学生の方にうかがいます》 

問 30 卒業後はどのような進路を考えていますか。（最も考えに近いもの１つに○） 

 

問 31 卒業後の進路はどこの場所を希望しますか。下記より、希望する順に上位 2つまで

番号を選択して、その理由を記入してください。 

 

付問 前問で第 1 位の進路が「２～６」の方（町内を希望しない方）のみお答えくださ

い。 

 

①もし、希望する進学先や就職先が町内にあれば、町内で暮らしますか。（１つに○） 

 

46.4 

46.4 

1.2 

0.0 

3.6 

2.4 

0% 20% 40% 60%

進学する

就職する（家業を継ぐ、起業を含む）

契約社員やアルバイトをする

進学も就職もする予定はない

わからない

無回答

ｎ=84

7.1 

51.2 

9.5 

17.9 

8.3 

2.4 

3.6 

0%20%40%60%

町内

県内（町外）

四国

大阪や東京などの都会

上記以外の国内

海外

無回答

ｎ=84【1位】

3.6 

19.0 

15.5 

20.2 

8.3 

3.6 

29.8 

0% 20% 40% 60%

町内

県内（町外）

四国

大阪や東京などの都会

上記以外の国内

海外

無回答

【2位】

46.7 28.0 22.7

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

町内で暮らすと思う

それでも、町外に出ると思う

わからない

無回答

ｎ=75
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②町内で就労する際に重視することは何ですか。（主なもの２つまでに○） 

 

③もし、町外で暮らしていたとして、将来、町内に帰る予定や意向はありますか。（最も

近いもの１つに○） 

 

付問 前問③で「１～３」と回答した方（将来、帰る可能性がある方）のみお答えください。 

将来、帰って来る際、最も重視することは何ですか。下記より最も重視する順に上位２

つまで選択して、番号を記入してください。 

49.3 

32.0 

26.7 

25.3 

17.3 

9.3 

1.3 

2.7 

4.0 

4.0 

0% 20% 40% 60%

希望する職種があるか

希望する業種や魅力的な会社があるか

自分のキャリア・スキルを活かせる仕事があるか

希望する給与の求人があるか

経営が安定している会社があるか

希望する福利厚生等（業種・職種・給与以外）の

ある求人があるか

起業や創業が可能か

特にない

わからない

無回答

ｎ=75

13.3 

14.7 

54.7 

16.0 

1.3 

0% 20% 40% 60%

町内に帰る予定である（実家を継ぐためなど）

町内に帰ってくることになると思う

（家があるからなど）

町内に帰ってきてもいいと思っている

町内に帰ってくるつもりはない

無回答

ｎ=75

35.5 

27.4 

19.4 

9.7 

4.8 

3.2 

0%10%20%30%40%

仕事

生活環境

子育て、子どもの教育、介護の環境

地元との人間関係

恋愛や結婚

無回答

ｎ=62
【1位】

19.4 

27.4 

16.1 

12.9 

4.8 

19.4 

0% 10% 20% 30% 40%

仕事

生活環境

子育て、子どもの教育、介護の環境

地元との人間関係

恋愛や結婚

無回答

【2位】
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イ 産業の現状から捉えた「しごと」 

 

問 16 あなたは観光や交流の活性化の取り組みのうち、次の 10 年のまちづくりで重点的に

進めていくべき施策は何だと考えますか。下記より、重要と考える番号を 2つまでに選択

して、その番号の具体的な提案を記入してください。 

 

 
 

 

  

32.8 

19.9 

19.4 

17.1 

14.1 

11.9 

11.3 

9.1 

8.8 

3.5 

3.0 

11.4 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40%

観光施設の整備拡充（佐田岬灯台及び周辺地区、

せと風の丘パーク周辺地区、亀ヶ池周辺地区など）

学校跡地や旧校舎等を活用した

観光交流施設等の整備

情報・交流拠点となる、｢道の駅｣や｢海の駅｣の整備

地域特産品の開発・PR活動

新しい地域イベントの開催

滞在型体験農業（グリーンツーリズム）、

滞在型体験漁業（ブルーツーリズム）の推進

自然体験型や自然に親しむ活動などの

レクリエーションの拡充

観光発信力の強化

都市圏アンテナショップ（都会で地方特産品を

販売するための店舗）の整備

おもてなしの心の醸成

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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問 17 あなたは町の産業振興の取り組みのうち、次の 10 年のまちづくりで重点的に進めて

いくべき施策は何だと思いますか。下記より、重要と考える番号を 2つまで選択して、そ

の番号の具体的な提案を記入してください。 

 

 

 

 

  

27.0 

25.4 

20.6 

19.6 

17.7 

17.4 

12.9 

7.0 

6.8 

1.2 

9.8 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40%

農業の振興（担い手の育成、生産基盤の整備等）

就労への支援、就労環境の向上支援

後継者確保のための取り組み

観光の開発と振興

企業の誘致、新たな産業の育成・支援

祭りやイベントなどによる、にぎわいの創出

水産業の振興（後継者、水産資源の確保、

漁港の整備等）

ベンチャー企業や起業者等の育成

商工業の振興（商店街の魅力づくりや

既存企業の産業集積活性化等）

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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■「（4）生活の場として選ばれる住環境の整備」に関するアンケート結果 

 

問 2 あなたは、これからどのようなまちづくりをしていきたいですか。（主なもの３つま

でに○） 

 
 

  

43.4 

35.0 

24.7 

24.5 

21.6 

21.4 

20.1 

19.4 

15.4 

0% 20% 40% 60%

子どもがたくましく成長する教育と

子育て環境の良いまち

お互いを支えあい、健康で、

子ども・お年寄りなどを大切にする

「合力（こうろく）」のまち

災害、交通事故、犯罪の少ない安全なまち

高齢者が生きがいを持ち、安心して

充実した生涯がおくれるまち

交通網や情報通信網が整備された

利便性に富んだまち

豊かな自然と地域資源をいかし、

多くの人々でにぎわう観光・交流のまち

道路、公園、住宅などの生活環境の良いまち

農業と水産業の活力に満ちたまち

ゴミや公害のない清潔・快適で

自然環境を大切にするまち

12.6 

9.6 

9.0 

7.5 

6.5 

5.3 

5.3 

2.5 

1.7 

0% 20% 40% 60%

商店街やレジャー施設が

整備された賑わいの

あふれるまち

町民がまちづくりに

積極的に参画できるまち

生涯学習やスポーツの

盛んなまち

街並みの美しい、景観に

優れたまち

誰もが尊重される

人権を大切にするまち

芸術や伝統、文化財、

などを大切にする

文化の薫りがあるまち

地域活動や国内外の交流が

盛んなふれあいのまち

その他

無回答

ｎ=603
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問 4 あなたが暮らしている地域の環境についてどう感じていますか。なお、満足な点や不

満な点は調査票の最後の自由意見欄に具体的に記入してください。（項目ごとに 1つに○） 

 

 満
足 

ま
あ
満
足 

ど
ち
ら
と
も

い
え
な
い 

や
や
不
満 

不
満 

無
回
答 

ア 自然環境の豊かさ 38.1 42.5 11.9 1.7 0.8 5.0 

イ 火災や災害時の安全性 5.3 24.0 36.7 20.2 9.1 4.6 

ウ 道路の整備状況 4.3 27.4 29.7 25.2 8.1 5.3 

エ 交通機関の便利さ（バス、デマンド交通等） 1.8 8.8 27.7 30.8 26.2 4.6 

オ 騒音・振動・悪臭等の環境 19.2 39.6 24.9 9.8 1.8 4.6 

カ ごみの収集・処理の状況 15.4 43.3 21.4 10.3 5.0 4.6 

キ 下水・排水の処理状況 16.1 42.5 30.3 5.8 0.7 4.6 

ク 水道の整備状況 24.5 46.9 20.6 3.0 0.5 4.5 

ケ 公園・緑地・広場の整備状況 5.8 23.1 36.0 22.1 8.5 4.6 

コ スポーツ活動や施設整備の状況 8.1 29.7 39.3 13.6 4.8 4.5 

サ 生涯学習活動、芸術・文化活動やその施設整備の
状況 

7.3 27.7 46.3 10.8 3.2 4.8 

シ 子どもの教育環境 6.8 29.2 38.3 16.4 4.6 4.6 

ス 保育等の子育て支援の状況 7.5 27.5 42.8 13.1 4.5 4.6 

セ 国内外との交流活動 5.8 21.7 57.4 7.1 3.5 4.5 

ソ 男女共同意識や女性の社会参画の状況 4.0 18.9 58.5 10.1 3.8 4.6 

タ 保健・医療サービスやその施設整備の状況 3.6 24.5 37.6 21.1 8.3 4.8 

チ 福祉サービスやその施設整備の状況 5.1 24.2 45.6 15.6 4.8 4.6 

ツ 働きがいのある職場 3.3 17.2 39.5 21.6 13.6 4.8 

テ 日常の買い物の便利さ 1.3 12.9 19.1 33.8 28.4 4.5 

ト 人情味や地域の連帯感 10.1 32.5 39.8 9.5 3.6 4.5 
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問 7 あなたは保健・医療・福祉の取り組みとして、次のうち、次の 10 年のまちづくりで

重点的に進めていくべき施策は何だと考えますか。（主なもの２つまでに○） 

 

問 10 町の生涯学習・スポーツ、文化活動への取り組みで、今後、何が最も重要と考えま

すか。（主なもの２つまでに○） 

 

 

49.4 

45.4 

27.7 

22.7 

14.3 

8.8 

6.8 

6.0 

1.8 

1.8 

3.5 

0% 20% 40% 60%

子育て支援や、保育施設の整備等、少子化対策

病院、診療所等の整備

高度医療体制・救急医療体制の充実

高齢者福祉の充実

健康づくりの推進、保健衛生の充実

低所得者福祉の充実

母子、父子、児童福祉の充実

障がい者福祉の充実

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603

35.0 

29.2 

27.4 

26.7 

12.6 

9.0 

8.1 

4.8 

1.3 

12.8 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40%

学校施設の開放、スポーツ・レクリ

エーション施設の機能拡充

本物の芸術に触れる機会の充実

（音楽・絵画・演劇ほか）

佐田岬半島の自然・歴史・文化を活かした、

生涯学習プログラムの充実

文化・スポーツの組織・団体・グループの育成

公民館の整備・拡充

郷土文化の融合や新しい文化・伝統を

創造する取組み

貴重な歴史を後世に伝える

佐田岬歴史民俗資料館の整備

文化財や民俗資料などの収集・保存

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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問 12 あなたは社会基盤として、次のうち、次の 10 年のまちづくりで重点的に進めていく

べき施策は何だと考えますか。（主なもの２つまでに○） 

 

 

問 13 あなたは安全への取り組みのうち、次の 10 年のまちづくりで重点的に進めていくべ

き施策は何だと考えますか。（主なもの２つまでに○） 

 

50.4 

28.7 

28.4 

23.1 

19.7 

13.9 

7.8 

2.8 

4.6 

0.7 

0% 20% 40% 60%

空き家対策の推進

町内の拠点施設を結ぶ公共交通機関の充実

（デマンドバスを含む）

公園、緑地、水辺等の憩いの場の整備、充実

佐田岬メロディーラインや地域内道路の改良、

港湾整備などの社会基盤の充実

計画的な公営住宅の新設と建て替えの推進

定住を促進する宅地分譲地開発、

民間事業者とも協力した別荘地開発

八西CATVを活用した、高度情報社会への取組み

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603

71.3 

69.5 

17.4 

5.6 

3.2 

4.3 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80%

危険箇所防止の整備

（急傾斜地の崩壊防止、海岸侵食被害の防止など）

災害時の避難体制の強化

交通安全対策の推進

各地区の消防団活動の強化

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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問 14 あなたは自然環境の取り組みのうち、次の 10 年のまちづくりで重点的に進めていく

べき施策は何だと考えますか。（主なもの２つまでに○） 

 

 

問 15 あなたは町の新たな取り組みとして、次の中から必要と考えるものはありますか。

（主なもの２つまでに○） 

 

 

53.7 

40.5 

26.5 

23.2 

8.0 

2.3 

10.4 

0.5 

0% 20% 40% 60%

豊かな自然環境保全を重視した土地利用の推進

町全体の環境美化活動の推進

下水道、漁業集落排水施設、浄化槽設置など、

排水処理設備の計画的な整備

ゴミ分別、リサイクルの徹底

生ゴミの減量化の推進

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603

49.3 

39.8 

24.0 

23.7 

3.0 

12.4 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80%

新しい起業を支援・活性化する取組み

（情報提供、人材育成、融資など）

自然エネルギーを活用する研究開発

都会と伊方町で定期的（数ヶ月間ずつ）な移住を

繰り返す、新しいライフスタイル（暮らし方）の

促進（二地域居住の推進）

整備されている高度情報基盤を

活用した在宅就労の推進

その他

特にない、現状のままでよい

無回答

ｎ=603
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問 23 あなたの幸福感を高めるために有効な手立ては何ですか。あなたの考えに近いもの

を選んでください。（主なもの２つまでに○） 

○ 幸福感を高めるために有効な手立ては、「家族との助け合い」44.6％が最も多く、次い

で「自分自身の努力」39.8％、「友人や仲間との助け合い」32.3％と続く。 

 

 

問 24 あなたの幸福感に大きな影響を及ぼす項目は何ですか。あなたの考えに最も近いも

のを選んでください。（１つに○） 

○ 幸福感に大きな影響を及ぼす項目は、「心身の健康が維持・増進すること」37.5％が最

も多く、次いで「所得が増えて豊かになること」30.0％、「人や社会とのつながりがあ

ること」23.9％と続く。 

 

 

 

 

44.6 

39.8 

32.3 

21.2 

15.6 

3.5 

5.5 

2.2 

0% 20% 40% 60%

家族との助け合い

自分自身の努力

友人や仲間との助け合い

集落や地域社会（団体等）の助け合い

国、県、町からの支援

その他

特にない

無回答

ｎ=603

37.5 

23.9 

30.0 

6.3 

2.3 

0% 10% 20% 30% 40%

心身の健康が維持・増進すること

人や社会とのつながりがあること

所得が増えて豊かになること

地域の自然や環境が良くなり、

災害に強い地域になること

無回答

ｎ=603


